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令和元年第３回京丹波町議会定例会（第１号） 

 

                            令和元年 ９月 ２日（月） 

                            開会  午前 ９時００分 

１ 議事日程 

  第 １ 会議録署名議員の指名 

  第 ２ 会期の決定 

             自 令和元年 ９月 ２日 

                          ２４日間 

             至 令和元年 ９月２５日 

  第 ３ 諸般の報告 

  第 ４ 行政報告 

  第 ５ 諮問第 ２号 人権擁護委員候補者の推薦について 

  第 ６ 議案第５２号 京丹波町議会基本条例の制定に伴う関係条例の整理に関する条例 

             の制定について 

  第 ７ 議案第５３号 京丹波町印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

  第 ８ 議案第５４号 京丹波町立幼稚園利用料等徴収条例の一部を改正する条例の制定 

             について 

  第 ９ 議案第５５号 京丹波町立子育て支援センター設置及び管理に関する条例の一部 

             を改正する条例の制定について 

  第１０ 議案第５６号 京丹波町営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

             例の制定について 

  第１１ 議案第５７号 京丹波町新庁舎建設基本計画審議会設置条例を廃止する条例の制 

             定について 

  第１２ 議案第５８号 町道の路線変更について 

  第１３ 議案第５９号 令和元年度 京丹波町新庁舎整備事業 木材調達契約の変更につ 

             いて 

  第１４ 議案第６０号 令和元年度 新庁舎整備事業 雨水貯留層整備工事請負契約につ 

             いて 

  第１５ 議案第６１号 令和元年度 小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）購入 

             契約について 
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  第１６ 議案第６２号 令和元年度 町営バス（マイクロバス）購入契約について 

  第１７ 議案第６３号 令和元年度 のびのび児童クラブ１組施設新築工事請負契約につ 

             いて 

  第１８ 議案第６４号 令和元年度京丹波町一般会計補正予算（第１号） 

  第１９ 議案第６５号 令和元年度京丹波町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１ 

             号） 

  第２０ 議案第６６号 令和元年度京丹波町介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

  第２１ 議案第６７号 令和元年度京丹波町下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

  第２２ 議案第６８号 令和元年度京丹波町町営バス運行事業特別会計補正予算（第１ 

             号） 

  第２３ 議案第６９号 令和元年度京丹波町桧山財産区特別会計補正予算（第１号） 

  第２４ 議案第７０号 令和元年度京丹波町水道事業会計補正予算（第１号） 

  第２５ 認定第 １号 平成３０年度京丹波町一般会計歳入歳出決算の認定について 

  第２６ 認定第 ２号 平成３０年度京丹波町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の 

             認定について 

  第２７ 認定第 ３号 平成３０年度京丹波町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認 

             定について 

  第２８ 認定第 ４号 平成３０年度京丹波町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定 

             について 

  第２９ 認定第 ５号 平成３０年度京丹波町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定に 

             ついて 

  第３０ 認定第 ６号 平成３０年度京丹波町土地取得特別会計歳入歳出決算の認定につ 

             いて 

  第３１ 認定第 ７号 平成３０年度京丹波町育英資金給付事業特別会計歳入歳出決算の 

             認定について 

  第３２ 認定第 ８号 平成３０年度京丹波町町営バス運行事業特別会計歳入歳出決算の 

             認定について 

  第３３ 認定第 ９号 平成３０年度京丹波町須知財産区特別会計歳入歳出決算の認定に 

             ついて 

  第３４ 認定第１０号 平成３０年度京丹波町高原財産区特別会計歳入歳出決算の認定に 

             ついて 
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  第３５ 認定第１１号 平成３０年度京丹波町桧山財産区特別会計歳入歳出決算の認定に 

             ついて 

  第３６ 認定第１２号 平成３０年度京丹波町梅田財産区特別会計歳入歳出決算の認定に 

             ついて 

  第３７ 認定第１３号 平成３０年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計歳入歳出決算の認定 

             について 

  第３８ 認定第１４号 平成３０年度京丹波町質美財産区特別会計歳入歳出決算の認定に 

             ついて 

  第３９ 認定第１５号 平成３０年度国保京丹波町病院事業会計決算の認定について 

  第４０ 認定第１６号 平成３０年度京丹波町水道事業会計決算の認定について 

  第４１ 報告第 ３号 健全化判断比率について 

  第４２ 報告第 ４号 資金不足比率について 

  第４３ 報告第 ５号 株式会社丹波情報センターに関する経営状況について 

  第４４ 報告第 ６号 公益財団法人京都府立丹波自然運動公園協力会に関する経営状況 

             について 

  第４５ 報告第 ７号 公益財団法人丹波ふるさと振興公社に関する経営状況について 

  第４６ 報告第 ８号 公益財団法人瑞穂農業公社に関する経営状況について 

  第４７ 報告第 ９号 一般財団法人和知ふるさと振興センターに関する経営状況につい 

             て 

  第４８ 報告第１０号 一般財団法人京丹波農業公社に関する経営状況について 

  第４９ 報告第１１号 グリーンランドみずほ株式会社に関する経営状況について 

 

２ 議会に付議した案件 

  議事日程のとおり 

 

３ 出席議員（１６名） 

   １番  岩 田 恵 一 君 

   ２番  野 口 正 利 君 

   ３番  坂 本 美智代 君 

   ４番  東   まさ子 君 

   ５番  村 山 良 夫 君 
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   ６番  谷 山 眞智子 君 

   ７番  西 山 芳 明 君 

   ８番  隅 山 卓 夫 君 

   ９番  森 田 幸 子 君 

  １０番  山 田   均 君 

  １１番  山 下 靖 夫 君 

  １２番  谷 口 勝 已 君 

  １３番  北 尾   潤 君 

  １４番  梅 原 好 範 君 

  １５番  鈴 木 利 明 君 

  １６番  篠 塚 信太郎 君 

 

４ 欠席議員（０名） 

 

５ 説明のため、地方自治法第１２１条の規定により出席を求めた者（２０名） 

  町 長     太 田   昇 君 

  副 町 長     谷   俊 明 君 

  参 事     中 尾 達 也 君 

  参 事     山 田 洋 之 君 

  企 画 財 政 課 長     松 山 征 義 君 

  総 務 課 長     長 澤   誠 君 

  税 務 課 長     豊 嶋 浩 史 君 

  住 民 課 長     久 木 寿 一 君 

  保 健 福 祉 課 長     大 西 義 弘 君 

  こども未来課長     木 南 哲 也 君 

  医 療 政 策 課 長     中 川   豊 君 

  農 林 振 興 課 長     山 森 英 二 君 

  にぎわい創生課長     栗 林 英 治 君 

  土 木 建 築 課 長     山 内 和 浩 君 

  上 下 水 道 課 長     十 倉 隆 英 君 

  会 計 管 理 者     野 村 雅 浩 君 
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  瑞 穂 支 所 長     山 内 善 博 君 

  和 知 支 所 長     藤 井 雅 文 君 

  教 育 長     樹 山 静 雄 君 

  教 育 次 長     堂 本 光 浩 君 

 

６ 出席事務局職員（２名） 

  議 会 事 務 局 長     藤 田 正 則 

  書 記     山 口 知 哉 
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開会 午前 ９時００分 

○議長（篠塚信太郎君） 早朝より、傍聴ご苦労さまでございます。 

  本日は、ご参集いただき、大変ご苦労さまです。 

  ただいまの出席議員は１６名であります。 

  定足数に達しておりますので、これより令和元年第３回京丹波町議会定例会を開会します。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

 

《日程第１、会議録署名議員の指名》 

○議長（篠塚信太郎君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

  会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により、１２番議員・谷口勝已君、１３番

議員・北尾 潤君を指名します。 

 

《日程第２、会期の決定》 

○議長（篠塚信太郎君） 日程第２、会期の決定の件を議題とします。 

  お諮りします。 

  今期定例会の会期は、本日から９月２５日までの２４日間としたいと思います。これにご

異議ございませんか。 

  山田君。 

○１０番（山田 均君） ちょっと一言申し上げておきたいと思うんですけども、予定されて

おります会期、２５日までということになっておりますが、この９月定例会は平成３０年度

の決算の審査というのが一番中心でございます。１１０億円を上回る決算になるわけでござ

いますけども。決算委員会を、この予定では１１、１２日と予定を組んであります。実際、

今日開会をして、その後、特別委員会も含めて今週いっぱい日程が、一般質問もありますの

で、詰まっております。実質、議案の熟読とか、また事業の調査とか、そういうものをする

とすれば、２日間しかないということになります。 

  やはり、議会基本条例もつくったわけでございますし、議会の活性化からそういう立場か

らいっても、せめて１週間ぐらいの熟読期間をしっかり置いて、議案の内容、また決算でご

ざいますので、事業の調査とか、そういうものもまたしっかりやって、議会の活性化、議案

審議にも積極的に議員が取り組んでいくということが大事だと思うんですけども、その辺に

ついて私は、たびたび会期の終わりにあります全員協議会でそういう提起もしてきたわけで

ございますけども、６月に議会基本条例もつくったわけでございますので、やはりそういう
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点も抜本的に見直しをして、しっかり議案の審議にかかれるように、議員活動をしっかり保

障するということが大事だと思うんですけども、その点についてちょっとこの会期とあわせ

て伺っておきたいと思います。 

○議長（篠塚信太郎君） 決算特別委員会の日程についてのご意見だと思いますが、これにつ

きましてはこれから設置します決算特別委員会の委員長、副委員長とでご協議をいただきた

いというふうに思います。 

  山田君。 

○１０番（山田 均君） もちろんそうですが、一定日程も予定を組んでもらっておりますの

で、やはりそうすると会期をどうするかということにもつながります。議会運営委員会でも

十分協議をされたと思いますけども、その点を踏まえてやっぱりしっかり日程についても協

議をしていただくことも私は大事だと思いますので、改めて強くそういう点では、しっかり

した会期をとって、そして議員が議案の内容について熟読、そしてまた調査をして、特別委

員会、決算委員会に臨めるような、そういう条件をつくるべきだという点を強く申し上げて

おきたいというように思います。 

○議長（篠塚信太郎君） ただいまのご意見につきましては、今後検討させていただきたいと

思います。 

  それでは改めまして、今期定例会の会期につきましては、本日から９月２５日までの２４

日間としたいと思います。これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（篠塚信太郎君） 異議なしと認めます。 

  よって、会期は本日から９月２５日までの２４日間と決しました。 

  会期中の予定につきましては、事前に配付の会期日程表のとおりであります。 

 

《日程第３、諸般の報告》 

○議長（篠塚信太郎君） 日程第３、諸般の報告を行います。 

  本定例会に町長から提出されています案件は、諮問第２号ほか３５件です。 

  ほかに報告があります。提案説明のため、太田町長ほか関係者の出席を求めました。 

  ８月２９日に、議会運営委員会が開催され、本定例会の運営について協議されました。７

月１０日に、水道企業会計の議員研修会を開催しました。７月２３日に、新庁舎建設特別委

員会が開催されました。７月２６日に、京都府町村議長会による全議員研修会。８月２７日

に、京都府市町村振興協会による議会広報研修会が開催されました。 
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  本定例会までに受理した陳情書を、お手元に配付しております。 

  また、京丹波町監査委員より、例月出納検査結果報告がありましたので、お手元に配付し

ております。 

  本日の会議に、京丹波町ケーブルテレビの撮影・収録を許可したので報告します。 

  本日、本議会終了後、議会広報常任委員会が開催されます。 

  以上で諸般の報告を終わります。 

 

《日程第４、行政報告》 

○議長（篠塚信太郎君） 日程第４、行政報告を行います。 

  太田町長。 

○町長（太田 昇君） 皆さん、おはようございます。 

  本日ここに、令和元年第３回京丹波町議会定例会をお願いいたしましたところ、議員各位

におかれましては、公私何かとご多用の中、ご参集いただきまして、誠にありがとうござい

ます。また、日頃、議員各位には、円滑な町政の推進にご支援ご協力をいただいております

ことに厚く御礼申し上げます。 

  はじめに、本町におきまして、先月８月１５日から１６日にかけて台風１０号が接近しま

したが、幸いにも、大きな被害もなく、安堵したところであります。しかしながら、昨年の

７月豪雨によりまして、今もなお、ご自宅での生活が叶わない方々があります。町としまし

ても京都府と連携を図り、一日も早く、平穏な営みが取り戻せるよう、復旧に向け、継続し

て取り組んでまいります。 

  近年、特にこの時期は、頻繁に発生する台風や急激な豪雨など、災害にいつ見舞われても

おかしくない状況にあります。町民の皆さんにおかれましても、事前に避難施設の場所を確

認するなど、いち早く行動に移せるよう日頃から準備していただくと共に、早めの避難に心

がけていただきますよう、よろしくお願いいたします。 

  さて、今期定例会では、平成３０年度決算を上程させていただくこととなりました。まち

づくりの推進に向け各種施策に加え、昨年７月豪雨による災害復旧対策など、多額の財政需

要に対応するため、財政調整基金から５億７，０００万円の繰り入れを行い、安全・安心の

まちづくりのための事業を円滑に推進することができました。これもひとえに、議員各位並

びに町民の皆様の深いご理解とご協力によるものと深く感謝申し上げます。 

  次に、令和元年度町政懇談会「タウンミーティング」でありますが、７月２日から８月８

日にかけて町内１２会場で開催させていただきました。今年度は、行政からの一方的な説明
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に終始することなく、地域の課題や取り組みについて意見交換を行い、情報の共有を図るこ

とを主眼に置き、できる限り対話の時間を確保し、意見の出やすい雰囲気づくりに努めたと

ころであります。 

  一方、毎年行っております当初予算等の概要説明に加え、昨年に引き続き、新庁舎建設事

業に関しても時間を頂き、新庁舎建設工事の実施設計を基に、具体的となった内容等を中心

にご説明申し上げ、皆様からご意見を伺ったところであります。 

  今後とも、町民の共有財産として愛され、集い、そして安全・安心を守る要となる『町民

のための新庁舎』の建設を目指します。 

  現在、全国的に見ても、ほとんどの市町村が抱える問題として「少子高齢化」、「人口減

少」、「厳しい財政運営」があげられ、決して本町も例外ではありません。 

  この諸問題の解消に向け、本町では、本年４月より組織の一部を改編し、人口減少対策、

移住、定住の支援など総合的に取り組む「にぎわい創生課」や、子育て環境の充実を推進す

るため、「こども未来課」を新設するとともに、財政運営についても一層の強化を図ること

を目的として「企画財政課」を設置するなど、助け合いと活力ある「健康の里づくり」の推

進に向けた改編を行い、令和という新元号の基、様々な事業を着実に展開しているところで

あり、徐々にその効果が上がってきております。 

  次に、本年度の主要事業の執行状況についてご報告を申し上げます。 

  はじめに、繰越明許費として令和元年度に繰越しております道路新設改良事業をはじめと

する各種事業、とりわけ、農地・農業用施設及び林道、河川等災害復旧工事につきましても、

順調に推移しており、現在、早期復旧に向け全力で取り組んでおります。 

  次に、新庁舎建設でありますが、本体工事の実施設計もまとまり、今年の末にはいよいよ

本体工事に着手することとして準備を進めております。 

  また、敷地内に設置予定の雨水貯留槽における整備工事契約につきましては、今定例会で

提案させていただくこととしております。 

  なお、先行して進めておりました、２箇所の災害備蓄倉庫建設工事につきましては、８月

末に全て完了したところであります。 

  次に、消防防災体制の強化として、各行政区における自主防災組織の結成及び育成と、地

域防災の基盤強化を推進するため、自主防災組織育成事業に取り組んでおり、昨年度からは

補助対象経費を拡大するなど、避難所機能の強化を図っております。 

  なお、現在、新たに自主防災組織の設立に向け、準備が進められている地域もあるという

ふうに聞いております。 
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  また、去る８月１日には、災害発生または発生の恐れがある場合に備えて、避難所等にお

いて必要とされる介護・衛生用品等の福祉用具等を確保することを目的として、一般社団法

人日本福祉用具供給協会様と「災害時における福祉用具等物資の供給等協力に関する協定」

を締結いたしました。今後は、物資のスムーズな供給により、避難生活での負担軽減が図ら

れるものと期待しております。 

  次に、高齢者に対する運転免許証自主返納制度も、お陰様で、町民の皆様に定着してきて

おり、今年度も７月末で２３人の方から申請をいただいております。制度開始の２９年度か

らの総申請者数は、１４１人となっております。引き続き高齢者の運転による事故防止の観

点から本制度をＰＲし、ＪＲバスや町営バスなど公共交通機関の利用への誘導を図ってまい

ります。 

  次に、子育て世帯住宅リフォームを支援する子育て応援助成事業では、子育て世帯の経済

的負担の軽減と住環境の向上、三世代同居・近居による世代間支援の促進を図ることを目的

として、子育てのための住宅リフォーム工事を行う世帯に対して補助金を交付するものであ

ります。７月末現在で３件の申請があり、補助は３００万円の交付を決定しております。 

  次に、認定こども園の開設に向けての取り組みでありますが、京丹波町立（仮称）たんば

こども園新園舎建設基本計画をとりまとめ、本定例会におきまして、木材調達にかかります

補正予算を提案させていただくこととしております。また、次期定例会におきまして、木材

調達契約について提案させていただく予定であり、令和４年度の開園に向け、いよいよ本格

的に進めてまいります。 

  今後とも、安全な園生活に最大限配慮し、地域とともに園児の健やかな育ちと成長が促せ

る、豊かな自然を生かした温かみのある園舎整備を目指します。 

  次に、秋の一大イベントとして定着しております「京丹波・食の祭典２０１９」は、１０

月２７日に丹波自然運動公園を主会場として計画をしております。例年、京丹波町産の食材

をふんだんに使い、工夫を凝らした商品が所狭しと店頭に並び、訪れる方々に秋の味覚を思

う存分楽しんでいただいております。イベントを通じ、本町の豊かな食を広く情報発信して

まいります。 

  次に、ホッケー競技では、蒲生野中学校男子チームと瑞穂中学校女子チームが、８月１６

日から１９日にかけて滋賀県において開催されました「第４９回全日本中学生ホッケー選手

権大会」に出場しました。両チームは、多くの声援を受けながら、はつらつとプレーし、試

合では、蒲生野中学校男子チームは、予選リーグで残念ながら敗退となりましたが、瑞穂中

学校女子チームは決勝トーナメントに進出し、１回戦で惜しくも敗れはしましたが、ベスト
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１６に入りました。 

  また、硬式テニス競技では、蒲生野中学校男子が「第６８回近畿中学校総合体育大会」の

個人戦ダブルスの部に出場しました。 

  上部の大会に出場し、レベルの高いチームと対戦したことは、選手の皆さんにとって何物

にも代えがたい貴重な経験になったことと思います。 

  一方、人形浄瑠璃を学ぶ和知中学校の生徒２０人が、７月２６日に南あわじ市立三原中学

校を訪問し、交流を図りました。また、今月７日には、京都国立博物館で開催の「世界博物

館子どもフォーラム」において、人形浄瑠璃を披露することとなっております。このような

多方面での生徒たちの活躍をうれしく感じ、今後の更なる飛躍を願うものであります。 

  以上、行政報告といたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 以上で行政報告を終わります。 

  お諮りします。 

  ただいまから上程になります日程第５、諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦について

から、日程第４０、認定第１６号 平成３０年度京丹波町水道事業会計決算の認定について

までの議案につきましては、本日は提案理由の説明のみとし、質疑、討論、採決は後日の日

程としたいと思いますが、これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（篠塚信太郎君） 異議なしと認めます。 

 

《日程第５、諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦について～日程第４０、認定第１６号 

平成３０年度 京丹波町水道事業会計決算の認定について》 

○議長（篠塚信太郎君） これより、日程第５、諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につ

いてから、日程第４０、認定第１６号 平成３０年度京丹波町水道事業会計決算の認定につ

いてまでを一括議題とします。 

  町長の提案理由の説明を求めます。 

  太田町長。 

○町長（太田 昇君） それでは、本日提案させていただきます議案につきまして、その概要

を説明させていただきます。 

  はじめに、諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦についてであります。 

  令和元年１２月末をもって任期満了となります大槻澄子委員を再推薦したいので、議会の

ご意見をお聞きするものであります。大槻氏は、人権啓発や人権相談など積極的に活動いた
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だいているところであり、職務を遂行していただけるものと思っております。ご同意賜りま

すようお願い申し上げます。 

  議案第５２号 京丹波町議会基本条例の制定に伴う関係条例の整理に関する条例の制定に

つきましては、本町議会基本条例が制定されたことに伴い、委員会等の設置条例で定める第

３条組織の各条文において、「町議会が推薦する議員」等の文言を削除するなど、それぞれ

整理を行うものであります。 

  議案第５３号 京丹波町印鑑条例の一部を改正する条例の制定につきましては、住民基本

台帳法施行令等の一部を改正する政令が公布され、住民票への旧氏併記が可能になったこと

に伴い、条例の一部を改正するものであります。 

  議案第５４号 京丹波町立幼稚園利用料等徴収条例の一部を改正する条例の制定につきま

しては、子ども・子育て支援法の一部を改正する法律が公布され、本年１０月からの幼児教

育・保育が無償化されることに伴い、町立幼稚園の利用料を無料とするものであります。 

  議案第５５号 京丹波町立子育て支援センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定では、国施策である幼児教育・保育の無償化制度の開始にあたり、町独自施

策である短時保育事業を利用する児童の給食費を４，５００円とするものであります。 

  議案第５６号 京丹波町営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定

につきましては、老朽化により、篠原石仏団地の用途を廃止するものであります。 

  議案第５７号 京丹波町新庁舎建設基本計画審議会設置条例を廃止する条例の制定につき

ましては、新庁舎建設基本計画が策定されたことにより、条例を廃止するものであります。 

  議案第５８号 町道の路線変更につきましては、町道蒲生野中央線と町道蒲生西線との交

差点改良に伴い、町道蒲生西線の起点を国道９号の接続部から町道蒲生野中央線の接続部に

変更するとともに、一部を廃止するものであります。 

  議案第５９号 令和元年度京丹波町新庁舎整備事業木材調達契約の変更につきましては、

来月１０月１日から消費税率が８％から１０％に引き上げられることに伴い、契約金額を増

額するものであります。 

  議案第６０号 令和元年度新庁舎整備事業雨水貯留槽整備工事請負契約につきましては、

新庁舎建設に伴い、雨水等の貯留排水施設を設置しようとするものであり、新井・猪田特定

建設工事共同企業体と１億５，１３０万９，４００円で契約を締結しようとするものであり

ます。 

  議案第６１号 令和元年度小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）購入契約につき

ましては、小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）１台を大槻ポンプ工業株式会社か
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ら８６５万７，０００円で購入しようとするものであります。和知支団への配属を計画して

おります。 

  議案第６２号 令和元年度町営バス（マイクロバス）購入契約につきましては、老朽化が

著しい車両について更新を行うもので、町営バスとして使用するマイクロバス１台を有限会

社野村自動車工業から１，１４５万１，０００円で購入しようとするものであります。通行

路線としては、主に瑞穂地域を予定しております。 

  議案第６３号 令和元年度のびのび児童クラブ１組施設新築工事請負契約につきましては、

現在、丹波地区におけます放課後児童クラブの学童保育施設として使用しております旧須知

小学校につきましては、施設の老朽化、児童等の交通安全面に課題があることから、丹波ひ

かり小学校敷地内に新たな施設を設置しようとするものであり、河野・西野特定建設工事共

同企業体と５，１７６万３，８００円で契約を締結しようとするものであります。 

  議案第６４号 令和元年度京丹波町一般会計補正予算（第１号）につきましては、元号を

改める政令の施行に伴いまして、「平成３１年度京丹波町一般会計予算」の名称を「令和元

年度京丹波町一般会計予算」とし、元号による年度表示につきましても「令和」に統一する

旨の表示をさせていただいております。以下、他の特別会計も同様の表示をさせていただい

ております。 

  一般会計補正予算（第１号）では、補正前の額１１４億１，３００万円に、今回１億６，

７２０万円を追加し、補正後の額を１１５億８，０２０万円とすることをお願いしておりま

す。平成３０年度繰越金及び本年度の普通交付税等の確定を受けまして、必要となります事

業を中心に編成いたしております。 

  歳出の主な事業では、まず、総務費では、前年度繰越金の確定による財政調整基金への積

立に３，０００万円を計上し、新庁舎整備事業では、実施設計に基づく事業計画の見直しに

伴い、３億４，８５０万円を減額計上しました。 

  また、公民館改修など自治振興補助金に９７４万円を計上しました。 

  民生費では、町内の福祉施設等における介護に従事する人材の確保を図る福祉人材確保対

策事業に３７万９，０００円、高校生等医療費助成事業に１５０万円を計上し、また、１０

月１日からの幼児教育・保育無償化に係る経費として、子育て支援一般経費に４７万２，０

００円及び保育所運営事業に６８万３，０００円を計上しました。 

  さらには、認定こども園整備事業を新設し、建設に伴う木材調達経費１，２４５万６，０

００円とあわせて、当初予算において教育費にて計上しておりました委託料３，０５４万４，

０００円を本事業に振り替えることにより、総額４，３００万円の事業費を計上したところ
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であります。 

  農林水産業費では、集落営農組織への取り組みを支援する京力農場プラン事業に３１８万

７，０００円、空き家を有効活用し、地域の活性化を図るとともに、移住・定住人口の増加

と経済の活性化を目指す移住促進事業に１８０万円、災害発生時の被害を最小限に抑えるた

めのため池安心・安全マップの作成を行う土地改良施設維持管理事業に１，０００万円、林

業の機械化など環境整備を行うことによって林業の生産性を高め、その発展を期するための

林業振興対策事業に４３６万９，０００円、森林の経営管理を確保し、森林の適切な管理と

林業の成長産業化の両立を図る目的の森林経営管理事業に２３１万１，０００円をそれぞれ

計上したところです。 

  教育費では、民生費と同様に、１０月１日からの幼児教育・保育無償化にかかる経費とし

て幼稚園管理一般事業に７０万３，０００円を計上しました。 

  公債費では、将来にわたって、安定した行政サービスを提供していくための健全な財政運

営を図る対策として、公債費繰上償還の実施に５億１８１万４，０００円を計上したところ

であります。 

  歳入につきましては、子ども・子育て支援臨時交付金の創設を含む地方特例交付金全体で

１，２７１万２，０００円を増額計上し、また、普通交付税の確定による増額として３億１，

４２７万７，０００円を計上しました。 

  国庫支出金では、新庁舎整備事業の財源としてサステナブル建築物等先導事業補助金の交

付申請が認められ、総額で１億５，３６６万８，０００円の内示を受けたところであり、本

年度事業対象分３，３００万円を今回計上したところです。 

  また、寄附金では、一般寄附金に３，２００万円を、有害鳥獣対策事業寄附金に２００万

円の寄附をいただきましたことから、それぞれ計上させていただきました。 

  繰入金では、繰上償還の財源として減債基金繰入金を活用することとし、３億２，５２７

万６，０００円を計上するとともに、財政調整基金繰入金については、繰越金、普通交付税

などの財源調整により１億６，３６９万５，０００円を減額計上しました。 

  また、繰越金では、前年度繰越金の増額９１２万１，０００円を計上したところでありま

す。以上が歳入補正の主な内容となります。 

  その他補助金等の歳入につきましては、それぞれ関連する特定財源の精査を行い編成した

ものであります。 

  最後に、新庁舎整備事業における実施設計業務の完了に伴う事業実施計画の見直しにより、

本年度予算及び次年度以降の事業計画の整理を行ったことに基づきまして、当初予算におい
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てお認めいただきました本事業にかかります債務負担行為の設定変更につきまして、第２表

のとおり補正をお願いしております。 

  議案第６５号 令和元年度京丹波町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）では、

補正前の額１８億３，９００万円に１６万７，０００円を追加し、補正後の額を１８億３，

９１６万７，０００円とすることをお願いしております。前年度繰越金の確定及び保険給付

費等交付金の精査並びに特定健診・保健指導等負担金の超過交付による返還等について計上

しております。 

  議案第６６号 令和元年度京丹波町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）では、事業

勘定において、補正前の額２１億３，６２９万９，０００円に３，５８４万５，０００円を

追加し、補正後の額を２１億７，２１４万４，０００円とすることをお願いしております。

前年度繰越金の確定及び介護給付費交付金等の精査並びに介護給付費負担金等の確定による

返還金等について計上しております。 

  また、老人保健施設サービス勘定においては、補正前の額１億５，２６１万円から２５３

万６，０００円を減額し、補正後の額を１億５，００７万４，０００円とすることをお願い

しております。前年度繰越金の確定及び一般会計繰入金による精査並びに室外機移設工事等

の増額を行うものであります。 

  議案第６７号 令和元年度京丹波町下水道事業特別会計補正予算（第１号）では、補正前

の額９億５，９１０万円から８００万円を減額し、補正後の額を９億５，１１０万円とする

ことをお願いしております。前年度繰越金の確定及び一般会計繰入金による精査並びに人件

費の精査を行うものであります。 

  議案第６８号 令和元年度京丹波町町営バス運行事業特別会計補正予算（第１号）では、

補正前の額１億２，２８２万円に２３１万８，０００円を追加し、補正後の額を１億２，５

１３万８，０００円とすることをお願いしております。前年度繰越金の確定及び一般会計繰

入金による精査並びに町営バス活性化促進委託料等について計上しております。 

  議案第６９号 令和元年度桧山財産区特別会計補正予算（第１号）では、補正前の額１，

４３０万円に９５万円を追加し、補正後の額を１，５２５万円とすることをお願いしており

ます。前年度繰越金の確定及び不動産売払収入の精査並びに桧山地域振興対策補助金等につ

いて計上しております。 

  議案第７０号 令和元年度京丹波町水道事業会計補正予算（第１号）では、収益的支出に

おいて、必要額を精査し、組み替えを行うもの、資本的収入については、起債協議による企

業債、出資金の補正、資本的支出については、施設整備費において、畑川浄水場内に設置し
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ている和知遠方監視装置の更新費用５，０３０万円について、補正を行うものであります。 

  続きまして、平成３０年度決算認定事案につきまして、概略をご説明申し上げます。 

  平成３０年度は、全国各地で豪雨や台風など自然災害が多発しました。本町においても平

成３０年７月の西日本豪雨を初め、台風の接近等により甚大な被害を受けたところでありま

す。 

  その中でも、常に消防団員をはじめ、区や民生委員をはじめとする関係団体など、地域の

関係各位が連携協力いただくなど、それぞれのお立場でご尽力いただいたことにより、住民

の安全確保、さらには被害の拡大防止が図られたことに改めて感謝申し上げますとともに、

地域コミュニティの重要性と、「自助」「共助」「公助」など、地域と行政における連携の

重要性について認識を深めていく必要性を再確認したところであります。 

  さて、３０年度に取り組みました主要事業でありますが、まずは町内に甚大な被害をもた

らした平成３０年７月豪雨をはじめとする自然災害により発生した農林業災害並びに土木災

害等に対する早期復旧を目指した対策に鋭意取り組んだところであります。 

  また、新庁舎建設につきましては、基本計画を踏まえ、実施設計業務に着手するとともに、

用地購入及び木材調達の実施など、本体工事の円滑な事業着工に向けた対策を計画的に進め

てまいったところであります。 

  認定こども園の整備につきましても、事業の基本設計業務に取り組みを行ったところであ

ります。 

  園児の健やかな育ちと成長が促せる施設、また、本町の特色を活かした施設整備に向けた

事業推進を着実に図ってまいります。 

  ３０年度に予定しておりました事業は、完成、あるいは着実な進展が図られています。 

  このことは、ひとえに議員各位をはじめ、町民の皆様のご理解とご協力に改めて深く感謝

申し上げる次第でございます。 

  次に、会計別決算収支の状況についてでありますが、一般会計の決算額は、歳入１１３億

１，７９４万４，６１３円、歳出１１０億１，６７９万２，８５２円、うち翌年度への繰越

財源２億４，２０３万円を差し引いた実質収支では、５，９１２万１，７６１円の黒字決算

となっております。 

  また、一般会計における平成２９年度の黒字となった実質収支額６，１７０万２，２６０

円を差し引いた単年度収支は、２５８万４９９円の赤字、これに財政調整基金積立額と繰上

償還金を加え、取崩し額を控除した実質単年度収支は、５億３，７２４万２，４９９円の赤

字となりました。 
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  次に、歳出の目的別の状況でありますが、以下、万円単位でご報告申し上げます。 

  まず、議会費は９，６７６万円で０．９％の減、総務費は１３億３，９６５万円で前年度

比１．８％の減、民生費は２３億４２６万円で前年度比２．８％の減、衛生費は１５億６，

５９２万円で前年度比１．３％の減、労働費は７万円で２２．７％の増、農林水産業費は１

６億２，８５７万円で前年度比４．０％の増、商工費は２億２，９２３万円で前年度比１０．

５％の増、土木費は８億３，６０１万円で前年度比５．８％の減、消防費は４億９３万円で

前年度比０．７％の減、教育費は８億１，９１７万円で前年度比３．７％の増、災害復旧費

は３億６，６５２万円で前年度比５１８．７％の増、公債費は１４億２，９６９万円で前年

度比５．１％の減となっております。 

  次に、普通会計を基にした財政構造面について申し上げます。 

  町税は、前年度に比べ２５７万円減額の１７億２，０９１万円となりました。これは、個

人総所得の減少による個人住民税の減少をはじめ、たばこの売上本数の減による町たばこ税

の減少が主な要因であります。 

  徴収率につきましては、現年度が９９．２％で前年度から０．２ポイント増加し、滞納繰

越分は３６．９％と６．２ポイントの増加となりました。今後とも税負担の公平性を確保す

るため、京都地方税機構との連携はもとより、細やかな納税相談の実施などに一層の努力を

重ねてまいります。 

  一方、３０年度におきましても、滞納処分等の取組みを行いながら、町税４９４万円、国

保税３６０万円を不納欠損処分させていただきました。前年度と比べ町税におきましては３

７万円の増となったところであります。 

  貴重な自主財源が徴収に至らなかったことは誠に申しわけなく思いますが、ご理解いただ

きますようお願い申し上げます。 

  譲与税・交付金関係では、主に地方消費税交付金や自動車取得税交付金等の増加により、

前年度と比較して３１６万円増額の４億７，６４９万円、地方交付税では、普通交付税が固

定資産税の増額など基準財政収入額の減額と、基準財政需要額では、地域経済・雇用対策費

や包括算定経費等の項目で減額となり、６，８４１万円減額の、４２億９，６９７万円、特

別交付税は３７３万円減額の５億９，９８５万円となっております。 

  次に、歳出におきまして、支出を拘束する義務的経費では、人件費で１，２６９万円の増

額、扶助費では７，２７６万円の減額、公債費で７，７６０万円の減額となり、全体では１

億３，７６６万円の減額で、４０億６，４７８万円の決算であります。 

  投資的経費では、平成３０年７月豪雨に伴う災害復旧事業への対策により、４億５，６０
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０万円と大幅な増額を示し、全体で１９億４，７５０万円の決算となりました。 

  このような決算状況の中、財政構造の指標となります経常収支比率は、前年度比３．５ポ

イント増の９２．５％、実質公債費比率は、前年度比１．８ポイント増の１６.８％となり

ました。 

  経常収支比率の増加要因につきましては、分子である歳出経常一般財源では、物件費及び

扶助費については減額となりましたが、補助費や繰出金が大幅な増額となり、全体で増加と

なりました。 

  また、分母である歳入経常一般財源についても、地方交付税において合併算定替の段階的

な特例措置の縮減の影響を受け減額となったことにより、全体でも減額となり比率が増加す

ることとなったものです。 

  これらの指標の算定に大きなウエイトを占める普通交付税につきましては、令和３年度ま

で段階的な特例措置の縮減が続くこととなることから、引き続き財政の健全化対策に努めて

まいります。 

  次に、特別会計の決算状況でありますが、国保京丹波町病院事業会計及び水道事業会計を

除く１３特別会計の歳入総額は５５億８，０８３万円、歳出総額は５４億９，８４２万円で、

前年度繰越財源を除いた実質収支は７，９９２万円であります。 

  国保京丹波町病院事業会計につきましては、消費税を除いた収益的収支のうち、経常収益

は、８億５，４１３万円、経常費用は、９億７，１２５万円で、差引１億１，７１２万円の

当年度純損失となり、当年度未処理欠損金は２億９，４８７万円となりました。 

  今後とも一層の経営改善に努め、繰越欠損金の縮小を目指してまいります。 

  なお、資本的収支では、収入総額１億８５４万円に対し、支出総額は、１億４，９５０万

円となり、収支差額の４，０９６万円は、過年度分損益勘定留保資金で補塡したところであ

ります。 

  水道事業会計につきましては、消費税を除いた収益的収支のうち、経常収益は、１４億６，

１２３万円、経常費用は、１３億８，９６０万円で、差引７，１６３万円が、当年度純利益

となり、前年度繰越欠損金２，９８２万円を引いた額４，１８１万円を当年度未処分利益剰

余金として計上することとなりました。 

  なお、資本的収支では、収入総額１億３，９３１万円に対し、支出総額は、６億８，６５

７万円となり、収支差額の５億４，７２６万円は、消費税資本的収支調整額５５８万円、過

年度分損益勘定留保資金１億２，９３５万円及び当年度分損益勘定留保資金４億１，２３３

万円で補塡したところであります。 
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  以上、申し上げまして提案理由の説明とさせていただきます。提案させていただきました

議案は諮問及び認定案件も含め３６件であります。細部につきましては、会計管理者又は所

管する課長から説明させますので、何卒慎重にご審議賜りまして、原案にご賛同いただきま

すようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（篠塚信太郎君） 補足説明を担当課長から求めます。 

  説明は日程順にお願いします。 

  久木住民課長。 

○住民課長（久木寿一君） 諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦についての補足説明を申

し上げます。 

  人権擁護委員は、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、市町村長がその候補者に

ついて議会の意見を聞いて推薦し、法務大臣が委嘱することとなっております。京丹波町で

は、現在１１人の人権擁護委員に活躍いただいているところでございます。 

  今回、諮問いたします大槻澄子さんは、議案裏面の主な公的職歴のとおり、平成２９年１

月から人権擁護委員として活躍いただいているところでございます。任期を３年で、今年の

１２月３１日をもって任期満了となられますが、これまでの活動実績や地域住民の信頼も厚

いことなどから、引き続き人権擁護委員として推薦したく、議会の意見を求めるものでござ

います。 

  以上、誠に簡単ですが補足説明といたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 長澤総務課長。 

○総務課長（長澤 誠君） 続きまして、議案第５２号 京丹波町議会基本条例の制定に伴う

関係条例の整理に関する条例の制定についての補足説明を申し上げます。 

  このたび、京丹波町議会基本条例が制定されたことに伴い、関係する条例の整理を行うも

のであります。 

  京丹波町議会基本条例第６条、町長と議会及び議員の関係第３項におきまして、「議員は、

法で規定されている場合を除き、町長等の指揮下にある審議会など、附属機関への委員とし

て就任しない」とされていることから、委員会や審議会の各設置等条例第３条で定める組織

の各条文において、町議会が推薦する議員等の文言を削除し、それぞれ調整を行うものです。 

  改正予定の条例としましては６つの条例で、そのうち財産運営委員会条例、総合計画審議

会設置条例、医療等審議会設置条例については、「町議会が推薦する議員」の文言を削除し、

また消防団組織等審議会設置条例、行政改革推進委員会設置条例、公共料金等審議会設置条

例については、「町議会が推薦する議員」等の文言を削除し、「町の区域内の公共的団体等
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を代表する者」に改めるものであります。 

  以上、補足説明といたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 久木住民課長。 

○住民課長（久木寿一君） 議案第５３号 京丹波町印鑑条例の一部を改正する条例の制定に

ついての補足説明を申し上げます。 

  旧姓を使用しながら活動する女性が増加する中で、さまざまな活動の場面で旧姓を使用し

やすくするように、住民票等へ旧氏、いわゆる旧姓を併記できるようにするための住民基本

台帳法施行令の一部を改正する政令が平成３１年４月１７日に公布されました。主に、住民

票等の記載事項に旧氏を追加する改正でございます。 

  また、これに伴い印鑑登録証明事務処理要領の一部が改正されることとなりました。市区

町村の印鑑条例は、これに準拠して印鑑の登録及び証明に関する基本的事項を定めているこ

とから、住民基本台帳法施行令、そしてこの要領等の改正に基づきまして、京丹波町印鑑条

例の一部を改正するものでございます。 

  なお、関係法令におきましては、一般的に言います旧姓のことを旧氏、姓のことを氏と表

記しております。旧氏とは、その者が過去に称していた氏であって、その者に係る戸籍、ま

たは除かれた戸籍に記載、または記録がされているものを言います。 

  それでは、改正箇所につきまして、議案に添付しております新旧対照表より説明申し上げ

ます。 

  まず、第２項第１項でございますが、文言の整理でございます。 

  次に、第４条第２項では、印鑑登録原票に搭載する内容といたしまして、印影、登録番号、

登録年月日、住所、氏名と規定しております。左側の新の部分で、改正後ですが、第２項の

１行目、末尾からになりますが、印鑑登録原票に記載する氏名について、氏に変更があった

者に係る住民票に旧氏の記載がされている場合にあっては、氏名及び旧氏を加えるものでご

ざいます。 

  また、氏名等の住民票への各事項の記載につきまして、磁気ディスクで作成した住民票各

事項は、記録と表記すること。これに関連して、外国人住民に係る住民票の通称の記録を、

記載という表記に改めるもの。 

  また、住民基本台帳法施行令の改正で、施行令の条が変更となりまして、第３０条の２６

が第３０条の１６に改められましたので、これに伴いまして改めております。 

  次の第３項につきましても、記録から記載に改めるものでございます。 

  次のページ、第４項は、印鑑登録原票を磁気ディスクで作成することを規定しております。
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右側の旧、改正前では、磁気ディスクの説明、アンダーラインの箇所ですが、（これに準ず

る方法により、一定の事項を確実に記録しておくことができるものを含む）につきましては、

先ほど説明申し上げました改正後の第４条第２項で、磁気ディスクで作成した住民票につい

て既に記載しており、ここで磁気ディスクについて規定しておりますので、重複することと

なりますので、この項での記載を削ります。 

  次に、第５条です。印鑑登録申請を受理しない規定ですが、旧氏併記に関連して、旧氏を

加えたものでございます。 

  第９条は、登録を廃止する規定ですが、旧氏併記に伴い、氏名、氏、旧氏、または名を変

更したときには登録を廃止するということを新たに号を起こしまして、明記するものでござ

います。 

  なお、この条例の施行は住民基本台帳法施行令の一部を改正する政令の施行日に合わせま

して、令和元年１１月５日といたします。 

  なお、住民票等に旧氏を併記するためには、請求手続が必要となります。 

  以上、補足説明といたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 堂本教育次長。 

○教育次長（堂本光浩君） 議案第５４号 京丹波町立幼稚園利用料等徴収条例の一部を改正

する条例の制定につきまして、その補足説明を申し上げます。 

  まず、条例改正の背景と概要についてでありますが、我が国における急速な少子化の進行

並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子化対策を推進する一環として、

子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、幼児期の教育及び保育を行う施設の利用

に関する給付制度を創設する等の措置を講じることを目的として、子ども・子育て支援法等

の一部が改正され、本年１０月１日から国による幼児教育・保育の無償化が実施されること

に伴い、教育委員会が所管いたします町立幼稚園にかかわる例規の必要な整理を行うもので

あります。 

  それでは、改正内容につきましてご説明を申し上げます。 

  改正本文をご覧ください。第２条関係では、保育の必要性にかかわらず、３歳から５歳ま

での小学校就学前の町立幼稚園に在園する子どもの本年１０月１日からの幼稚園利用料を無

料とするものであります。８月末現在、須知幼稚園には４１名が在園されており、その全て

の子どもが対象となります。 

  次に、第３条第３項でございます。保育の必要性のある園児の預かり保育料につきまして、

幼稚園利用料と同じく１０月１日から日額４５０円に月の利用日数を乗じた額を限度として、
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無償化させていただくものであります。直近の７月に預かり保育を利用いただいた対象者は、

１名であります。 

  なお、幼児教育の無償化に関する費用につきましては、原則国が２分の１、都道府県が４

分の１、市町村が４分の１を負担することとなりますが、本年度に限り、地方負担分につき

ましても全額国費である子ども・子育て支援臨時交付金で補塡される予定であります。 

  以上、簡単ではございますが、議案第５４号に係る補足説明とさせていただきます。慎重

審議いただき、原案にご賛同賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（篠塚信太郎君） 木南こども未来課長。 

○こども未来課長（木南哲也君） 議案第５５号 京丹波町立子育て支援センターの設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について、補足説明を申し上げます。 

  今回の改正につきましては、令和元年５月１７日に子ども・子育て支援法の一部を改正す

る法律が公布され、同年１０月１日から幼児教育・保育が無償化されることに伴い、少子化

対策並びに子育て支援施策の充実を図ることを目的に、町独自施策である子育て支援センタ

ー短時保育事業の利用料についても、国施策同様の無償化を図るものでございます。 

  新旧対照表をご確認いただきたいと思います。利用料等につきましては、第１１条の規定

を改正し、利用料１万２，０００円についても無料とすること、また保育料に含まれている

給食費については、無償化の対象外であることから、別途給食費４，５００円を徴収するこ

とに改めるものでございます。 

  また、第１１条第２項につきましては、月の途中での入退所について、日割り計算をする

ことを規定しております。 

  ページに戻っていただきまして、附則第３項におきましては、現在町第３子以降無償化制

度の対象者であり、利用料が無料となっている方について、激変緩和策として令和元年度に

おきましては、給食費も無料とする措置を講じることとして規定しております。この規定に

つきましては、町第３子以降無償化制度により利用料がゼロ円だった方が給食費を負担する

ことによる逆転現象を回避するために、激変緩和対策として実施するものでありますので、

令和元年９月３０日現在において町立の幼稚園、保育所、子育て支援センター短時保育事業

を利用している方に限って、実施することとしております。 

  以上、誠に簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議いただき、ご

賛同賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 山内土木建築課長。 

○土木建築課長（山内和浩君） 議案第５６号 京丹波町営住宅の設置及び管理に関する条例
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の一部を改正する条例の制定について、補足説明を申し上げます。 

  町長からの提案説明にありましたとおり、特別賃貸住宅篠原石仏団地の用途廃止をし、３

戸を除却するため、所要の改正をお願いするものです。 

  特別賃貸住宅篠原石仏団地につきましては、平成２９年２月の退去後、老朽化による劣化

が各所に見られるため、修繕により住居環境を整えていくことが難しいことから、新たな入

居募集は行わず、政策空き家として管理をしておりましたが、昭和３６年に建築された木造

住宅で、３０年の耐用年数を大幅に超過しており、今後の住宅としての利用が困難なことか

ら、用途廃止とし、条例の管理戸数から３戸を削除するものです。 

  入居されておられた方の退去は平成２９年２月末にされましたが、平成２９年１０月の台

風２１号により、特別賃貸住宅篠原団地の屋根が壊れ、危険な状況となり、篠原団地の除却

を優先したため、本年度の除却となりました。現在、除却に向けた設計業務を発注しており、

令和元年度に建物の除却を実施する予定としております。除却後の土地利用計画等は現在ご

ざいませんが、今後地元とも協議しながら活用を検討してまいりたいと考えております。 

  それでは、議案書を１枚めくっていただき、新旧対照表をご覧ください。新旧対照表の裏

面、種別の特別賃貸住宅をごらんください。下から３行目、篠原石仏団地につきまして、下

線で示すとおり、旧の３戸の項を削除するものです。 

  なお、改正後の特別賃貸住宅の管理戸数は５戸となります。 

  以上、誠に簡単ではございますが、議案第５６号の補足説明とさせていただきます。ご審

議賜りましてお認めいただきますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 長澤総務課長。 

○総務課長（長澤 誠君） それでは、議案第５７号 京丹波町新庁舎建設基本計画審議会設

置条例を廃止する条例の制定についての補足説明を申し上げます。 

  京丹波町新庁舎建設基本計画を策定するにあたり、平成２８年６月３０日付で町長より諮

問がなされ、平成２８年１２月１２日付で新庁舎建設基本計画審議会から町長に対して答申

されたことによりまして、審議会の役割を終えたため、審議会設置条例をこのたび廃止する

ものでございます。 

  なお、答申を受けまして、平成２９年２月２０日に新庁舎建設基本計画を作成したところ

でございます。 

  以上、簡単ではございますが補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますようよろし

くお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 山内土木建築課長。 
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○土木建築課長（山内和浩君） 議案第５８号 町道の路線変更について、補足説明をさせて

いただきます。 

  町長の提案説明にもございましたとおり、蒲生蒲生野地内で進めております町道蒲生野中

央線道路改良事業に伴い、交差し、接続する町道蒲生西線の改良及び交差点形状の変更によ

り、路線の変更が生じ、起点部分の見直しが必要となったため、路線変更を行うものです。 

  議案書のとおり、起点を蒲生蒲生野２７１番地から蒲生蒲生野４８７番地５へ変更し、蒲

生蒲生野２７６番地１を終点とする延長４６３メートル、最小幅員３．７メートル、最大幅

員９メートルの道路へ変更をお願いするものです。 

  町道の位置につきましては、議案書を１枚めくっていただき、２枚目のＡ３横長、町道蒲

生西線の路線変更箇所図をご覧ください。図面に示しますように、起点を国道９号丹波自然

公園前の交差点から約４０メートル京都側にあります接続部から、町道蒲生野中央線の接続

部に変更するもので、終点部の変更はございません。 

  青色で着色している箇所が、廃止する路線となります。また、赤色で着色した区間が変更

後の町道蒲生西線となります。 

  なお、廃止となります路線は普通財産へ移行した後、新庁舎建設用地及び職員駐車場とし

て整備し、活用する予定としております。 

  以上、誠に簡単ではございますが、議案第５８号の補足説明とさせていただきます。ご審

議いただき、お認めいただきますよう、よろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 長澤総務課長。 

○総務課長（長澤 誠君） それでは、議案第５９号 令和元年度 京丹波町新庁舎整備事業

 木材調達契約の変更についての補足説明を申し上げます。 

  町長の提案理由説明のとおり、令和元年１０月１日から消費税率が８％から１０％に引き

上げられることに伴い、契約金額を増額変更するもので、本契約は国が指定する経過措置の

基準日、平成３１年４月１日以降の令和元年６月４日に契約したものであり、また契約期間

を令和２年３月３１日までとしていることから、消費税引き上げの施行日、令和元年１０月

１日を越えるため、新税率の適用により増減、増額変更するもので、仮契約日は令和元年８

月８日としております。 

  また、添付しております資料１にありますように、当初契約額１億１，３６７万円を１億

１，５７７万５，０００円に変更し、増額額は２１０万５，０００円となります。 

  なお、契約名、契約の相手方、契約の方法、納入場所、契約期間につきましては変更はご

ざいません。 
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  また、混乱を避けるため、業界等への周知期間を設けることとし、本町は５月１６日開催

の指名委員会におきまして、６月３日以降の公告案件から適用することとしたところであり

ます。 

  なお、京都府におきましても同様の理由により、６月１日からの適用とされております。 

  以上、議案第５９号 令和元年度 京丹波町新庁舎整備事業 木材調達契約の変更につい

ての補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますよう、どうかよろしくお願い申し上げ

ます。 

  続きまして、議案第６０号 令和元年度 新庁舎整備事業 雨水貯留槽整備工事請負契約

についての補足説明を申し上げます。 

  当該工事は、新庁舎建設に伴い、雨水等の調整機能を持たせた貯留排水施設として、新庁

舎前に計画しております駐車場の地下部分に雨水貯留ブロックを埋設するものであります。 

  添付しております資料に工事概要、また資料３の平面図では、赤色で着色した部分が工事

区域となっておりますが、まず貯留ブロックのサイズといたしましては、幅２メートル、高

さ約２メートル、内空は１．７５メートルで、奥行きが１メートルとなります。その貯留ブ

ロックを東西方向に３５個、延長にして３５．４メートル、南北方向に１８個、延長にいた

しまして３６．４メートル、合計で６３０個並べまして、貯留槽を形成する計画としており

ます。 

  そのほかに、内寸法、高さ２．４メートル、幅２メートルのプレキャストボックスカルバ

ートを延長３１．６メートル併設し、またボックスカルバートからの排水設備として、直径

９０センチのヒューム管、延長３１．９メートルを途中に設置する組み立てマンホールまで

敷設し、残り道路側溝までの延長４．５１メートルについては直径６０センチのヒューム管

を敷設し、排水する計画としております。 

  なお、調整池の余裕高を除いた降水調整容量といたしましては、１，１４２立方メートル

でございます。 

  それでは、議案を読み上げまして説明とさせていただきます。 

  議案第６０号 令和元年度 新庁舎整備事業 雨水貯留槽整備工事請負契約について 

  令和元年度 新庁舎整備事業 雨水貯留槽整備工事について、下記のとおり請負契約を締

結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号並びに京丹波町

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分の範囲を定める条例（平成１７年条例

第４７号）第２条の規定により議会の議決を求める。 

記 
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  １ 工事名 令和元年度 新庁舎整備事業 雨水貯留槽整備工事 

  ２ 契約金額 １億５，１３０万９，４００円 

  ３ 契約の相手方 京都府船井郡京丹波町橋爪桧山１４番地１ 新井・猪田特定建設工事

共同企業体 代表者 新井土建株式会社 代表取締役 新井宏明 

  ４ 契約の方法 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項の規定による

一般競争入札 

  ５ 契約履行場所 京都府船井郡京丹波町蒲生地内 

  ６ 契約期間 議会の議決を得た日から令和２年３月２５日まで 

  令和元年９月２日提出 

  京丹波町長 太田 昇 

  以上、議案第６０号 令和元年度 新庁舎整備事業 雨水貯留槽整備工事請負契約につい

ての補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますよう、どうかよろしくお願い申し上げ

ます。 

  続きまして、議案第６１号 令和元年度 小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）

購入契約につきまして、補足説明を申し上げます。 

  今回の小型動力ポンプ付積載車の購入につきましては、老朽化に伴い、更新を行うもので

あり、購入します車両台数は１台でございます。 

  配属先となる和知支団第１分団第１部の中山と升谷がそれぞれ保有している車両の年数が、

中山が１９年、升谷が２３年経過している状況にあります。今回の消防車両購入における車

両の配備につきましては、平成２０年度作成の京丹波町消防団の組織等についての基本方針

に基づき、町が計画的に配備しているものであり、団及び地元分団とも十分協議をする中で

決定されたものであります。 

  また、今回購入します救助資機材搭載型としておりますのは、これまでに各部に配備して

おりますチェーンソー、発電機、投光器などが搭載できるように加工を施すことで、円滑で

充実した消防団活動や、また機動力を高めることを目的としております。 

  それでは、議案を読み上げまして説明とさせていただきます。 

  議案第６１号 令和元年度 小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）購入契約につ

いて 

  令和元年度 小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）購入について、下記のとおり

購入契約を締結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第８号並

びに京丹波町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分の範囲を定める条例（平成
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１７年条例第４７号)第３条の規定により議会の議決を求める。 

記 

  １ 契約名 令和元年度 小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）購入契約 

  ２ 契約金額 ８６５万７，０００円 

  ３ 契約の相手方 京都府綾部市本町７丁目６７番地の２ 大槻ポンプ工業株式会社 代

表取締役 大槻浩平 

  ４ 契約の方法 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条第１項第１号

の規定による指名競争入札 

  ５ 契約履行場所 京都府船井郡京丹波町蒲生地内 京丹波町役場 

  ６ 契約期間 議会の議決を得た日から令和２年３月１９日まで 

  令和元年９月２日提出 

  京丹波町長 太田 昇 

  なお、説明資料といたしまして、購入します車両の概要、写真、入札結果表を添付してお

りますので、後ほどご確認をいただきたいと思います。 

  以上、議案第６１号 令和元年度 小型動力ポンプ付積載車（救助資機材搭載型）購入契

約の補足説明といたします。ご審議賜りますよう、どうかよろしくお願い申し上げます。 

○議長（篠塚信太郎君） これより、暫時休憩します。１０時３５分までとします。 

休憩 午前１０時２０分 

再開 午前１０時３５分 

○議長（篠塚信太郎君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  栗林にぎわい創生課長。 

○にぎわい創生課長（栗林英治君） それでは、議案第６２号 令和元年度 町営バス（マイ

クロバス）購入契約について、補足説明を申し上げます。 

  本町の町営バスは、中型バス１０台、小型バス６台、ワゴン車２台、計１８台を保有して

おります。今回購入いたします車両は、２９人乗りの小型バス、マイクロバス１台を購入す

るものでございます。 

  なお、運行につきましては、瑞穂地域の配車を予定しております。 

  今回の車両購入によりまして、処分を考えております対象車両は、５９人乗り中型バス１

台を計画しております。対象車両は走行距離が４５万キロを超えておりまして、維持管理経

費等の削減等の観点から、更新するものでございます。 

  それでは、議案書をごらんください。契約名、令和元年度 町営バス（マイクロバス）購
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入契約。 

  契約金額は、１，１４５万１，０００円。 

  契約の相手方は、京都府船井郡京丹波町本庄島崎６番地３ 有限会社 野村自動車工業 

代表取締役 野村 司。 

  契約の方法は、地方自治法第２３４条第１項の規定による一般競争入札であります。 

  契約履行場所は、京丹波町橋爪地内瑞穂バス車庫です。 

  契約の期間は、議会の議決を得た日から令和２年２月２８日までとしております。 

  なお、議案のほかにはバスの仕様書、入札結果表を添付しておりますので、ご確認くださ

い。 

  以上、補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますようよろしくお願いします。 

○議長（篠塚信太郎君） 堂本教育次長。 

○教育次長（堂本光浩君） 議案第６３号 令和元年度 のびのび児童クラブ１組施設新築工

事請負契約につきまして、その補足説明を申し上げます。 

  本町におきましては、町立小学校に在学する児童で、保護者の就労等により放課後に保育

を必要とする児童に対し、集団生活の中で健全な育成を図ることを目的として、丹波、瑞穂、

和知地区にそれぞれ１カ所の計３カ所に放課後児童クラブを設置しております。 

  ６月末現在の各クラブ児童数は、丹波地区４８人、瑞穂地区４３人、和知地区１８人の計

１０９人と、町立小学校児童数が減少していく中で、クラブ児童数はほぼ横ばいの状況にあ

ります。このうち、丹波地区の旧須知小学校に設置しておりますのびのび児童クラブ１組の

学童保育施設につきまして、施設の老朽化や児童の小学校からの徒歩通所、保護者の自家用

車による送迎時の交通安全面に課題がありましたことから、保護者全員へのアンケート調査

や、丹波地区３小学校の校長や主任児童委員の皆様へのヒアリング調査を実施させていただ

いた結果をもとに、検討を重ね、丹波ひかり小学校敷地内に新たな施設を設置させていただ

きたく、このたびご提案をさせていただくものでございます。 

  それでは、議案書の資料１をごらんいただきたいと思います。設置位置についてでござい

ます。設置位置に関しましては、送迎時の交通安全や危機管理上職員室からより近いほうが

好ましいという安心・安全の観点から、図面の右上、校舎配置図上部の③体育館と⑭プール

と配置図下部の①、校舎との間の長方形の斜線部分を計画地としております。 

  続きまして、資料２をごらんください。工事概要についてであります。丹波ひかり小学校

現校舎との調和を図ることや、建築コストも考慮した上で、延べ床面積１３９．１２平米の

在来工法による木造平家建としております。また、空調や衛生器具などの機械設備工事もあ
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わせて行うこととしております。 

  続きまして、資料４をごらんください。下部の図面のほうをごらんいただきたいと思いま

す。中央に学習室２室を設け、右側に管理室と児童の静養コーナー、左側に多目的兼用トイ

レと物入れを配置しております。遊びや学習の場などの専用区域は約１００平米で、平常時

５０人、夏季休業期間中など最大約６０人の面積規模を確保するものであります。 

  入札結果につきましては、資料最終のページのとおりでございますので、ご確認いただき

ますようお願いいたします。 

  なお、現時点での本工事にかかる特定財源でございますけれども、国の子ども・子育て支

援交付金及び京都府の「のびのび育つ」こども応援事業補助金で、合計約２，０００万円、

その他に関しましては過疎債を充当することとし、うち７０％につきましては後の交付税措

置を見込むものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、議案第６３号に係る補足説明とさせていただきます。慎重

審議いただき、原案にご賛同賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（篠塚信太郎君） 松山企画財政課長。 

○企画財政課長（松山征義君） それでは、議案第６４号 令和元年度京丹波町一般会計補正

予算（第１号）につきまして、補足説明を申し上げます。 

  今回の補正予算は、既定の歳入歳出予算に１億６，７２０万円を追加し、補正後の額を１

１５億８，０２０万円とすることをお願いするものであります。 

  概要といたしましては、町長の提案理由説明にございましたとおり、前年度の繰越金と本

年度の普通交付税の確定等に加えまして、行政運営に必要となる施策等を中心に編成をいた

しました。 

  それでは、ページをめくっていただきましてお願いしたいと思います。 

  まず、第１表につきましては、後ほど事項別明細書により説明をさせていただきます。 

  ７ページでございます。７ページの第２表 債務負担行為の補正でございますけれども、

内容は新庁舎整備事業におきまして、このほど実施設計業務の完了に基づく事業計画の内容

の見直しに伴いまして、現行の債務負担行為設定の補正をお願いするものであります。 

  内容といたしましては、令和２年度以降に必要となる事業の限度額及び期間の整理を行い、

債務負担設定限度額を２１億７５７万５，０００円と改め、期間についても令和３年６月の

完成を見込むことから、現行の平成３２年度から１年延長し、令和２年度から令和３年度ま

でとする変更をお願いするものであります。 

  次に、８ページの第３表、地方債の補正でございます。内容は後ほど事項別明細書の９ペ
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ージ以降の町債で確認をいただきたいというふうに思いますが、まず合併特例事業債につき

ましては、３億２，４９０万円減額をしております。新庁舎整備事業におきまして、実施設

計業務の完了に基づき、各年度の事業計画を整理したことによりまして、本年度実施事業費

の減額に伴い、同様に地方債の発行額についても３億６，６８０万円の減額を行うものであ

ります。 

  また、新たに認定こども園整備事業の実施に伴い、実施設計業務並びに建設に必要な木材

の一部先行調達が必要なことから、これらの財源として新たに４，１９０万円の計上をお願

いするものであります。 

  次に、過疎対策事業債につきましては、３，１３０万円を減額させていただいております。

これは、先ほど合併特例事業債で説明をいたしました認定こども園整備事業の実施設計業務

に対する財源として、当初予算において本債を充当する計画をいたしておりましたが、木材

調達にかかる財源として合併特例債を活用することとしたことによりまして、同様に設計業

務にかかる財源についても合併特例債に振り替えることにより、減額をするものでございま

す。 

  次に、臨時財政対策債につきましては、１，０６０万円を減額しております。令和元年度

発行額が確定をいたしましたので、その額まで減額をしたところでございます。 

  次に、一般会計出資債につきましては、３，５４０万円を減額しております。上水道事業

に係る出資債につきましては、京都府協議の結果、令和元年度分の出資債発行が非該当とな

ったことによりまして、当初計画しておりました全額を減額したところでございます。 

  以上、合計では４億２２０万円の減額となりまして、補正後の発行額は１５億４，４１０

万円といたしております。うち、交付税の算入でございますけれども、約７４％の１１億４，

６００万円余りが交付税算入をいただける地方債となっているところでございます。 

  次に、補正予算の重立った項目について説明をさせていただきます。 

  事項別明細書の１１ページをお願いいたします。 

  まず、歳出でございますけれども、各費目に通じまして、人件費関係全般につきまして人

事異動等に伴いまして精査を行いました。 

  １１ページ並びに１２ページにわたりますけれども、２款、総務費、１項、総務管理費、

５目、財産管理費の財政調整基金積立事業では、地方財政法第７条に基づく積立金として３，

０００万円を計上いたしております。 

  同じく、新庁舎建設事業では、実施設計業務の完了に伴い、本年度以降における事業計画

の見直しを行ったことにより、１３節、委託料では測量設計管理業務等委託料について３，
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２６０万円を減額し、同様に１５節、工事請負費についても、３億１，５９０万円の減額を

行おうとするものであります。 

  同じく１２ページ、１１目、地域振興事業費の自治振興補助金事業では、１９節、負担金

補助及び交付金で、６月までに申請のあった１１件１１区に対する自治振興補助金として、

９７４万円を計上いたしております。 

  事業内容といたしましては、屋根やバリアフリー化など、公民館施設改修が５件、空調設

備設置が４件、複写機の購入が２件となっております。補助率は２分の１となっております。 

  次に、１４ページ、３款、民生費、１項、社会福祉費、１目、社会福祉総務費の福祉人材

確保対策事業では、町内の福祉施設等における介護に従事する人材の育成と確保を図り、施

設入所者や福祉サービス利用者の処遇向上を図ることを目的として、社会福祉法人等介護人

材確保支援事業助成金に３７万９，０００円を計上しております。 

  同じく、１４ページ、３目、障害者福祉費の障害者福祉一般経費では、平成３０年度障害

者医療費、更生医療、育成医療、療養介護医療分として交付決定のあった国庫負担金につい

て、実績に基づき返還するもので、国・府支出金返還金として２８９万６，０００円を計上

いたしております。 

  同じく１４ページ、４目、老人福祉費の老人保護措置事業では、入所者の退所に伴い、１

００万円を減額計上しております。 

  次に、１５ページ、３款、民生費、２項、児童福祉費、１目、児童福祉総務費の子育て支

援一般経費では、本年１０月１日より実施予定の幼児教育・保育の無償化に伴う経費４７万

２，０００円を計上したほか、同様に３目、保育所費の保育所運営事業では、１００％補助

事業により無償化に対応するためのシステム改修にかかる経費６８万円を計上いたしており

ます。 

  また、１目の児童福祉総務費に戻りますが、高校生等医療費助成事業については医療費の

伸びに対応するため、１５０万円を追加計上いたしております。 

  同じく、認定こども園整備事業につきましては、建設にかかる経費に対して従来の教育費

から民生費に振り替えて計上するものであります。当初予算に計上いたしておりました実施

設計業務にかかります委託料３，０５４万４，０００円を本事業に振り替えるとともに、建

設に必要となります一部木材の先行調達に必要な経費として新たに工事用原材料費に１，２

４５万６，０００円を計上いたしております。 

  次に、１８ページ、４款、衛生費、３項、１目、上水道費の水道事業会計補助事業では、

第３表地方債で説明いたしましたとおり、上水道事業にかかる出資債について、京都府協議
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の結果、令和元年度分の出資債発行は非該当となったことによりまして、一般会計により水

道会計に出資する予定といたしておりました３，５４０万円全額を減額したところでござい

ます。 

  次に、１９ページ、６款、農林水産業費、１項、農業費、３目、農業振興費の京力農場プ

ラン事業については、農業団体に対する設備等導入にかかる補助事業で、従来から京都府が

５０％、町が２０％について補助を行っています。本年度より府補助金の交付方式が変更さ

れたことによりまして、当初予算で議決いただいた当該事業に対する府補助金相当額の一部

について、歳出予算に計上する必要が生じたため、３１８万７，０００円の追加計上をお願

いするものであります。 

  同じく１９ページ、移住促進事業につきましては、移住促進住宅整備事業について１件の

追加申請に対応するため、１８０万円の計上をお願いするものであります。 

  次に、２０ページ、５目、農地費の土地改良施設維持管理事業では、府の１００％補助事

業である農業水路等長寿化防災減災事業により、ため池のハザードマップの作成に取り組ん

でおり、本年度につきましては１，０００万円を計上して、町内５つのため池を対象に事業

に取り組むものであります。 

  次に、２１ページ、２項、林業費、２目、林業振興費の林業振興対策事業では、京丹波森

林組合において間伐材等集積作業で使用する集積機の導入に対する国庫補助事業の内示が示

されたことと、あわせて木材検収システム導入の交付決定を受けたことによりまして、高性

能林業機械導入整備事業補助金４０８万９，０００円について計上をお願いするものであり

ます。 

  同じく、森林経営管理事業では、森林の経営管理を確保し、森林の適正な管理と林業の成

長産業化の両立を図る目的として取り組むものであり、過去１０年間の施業計画の把握及び

データ管理等を行うものであり、森林整備調査業務委託及び放置山林の調査並びに林業技術

支援等にかかる経費２３１万１，０００円を計上いたしております。 

  次に、２３ページ、８款、土木費、４項、都市計画費、１目、都市計画総務費の都市計画

一般事業につきましては、都市計画法第６条に基づく都市計画基礎調査の実施に４４０万円

を計上いたしております。 

  同じく６項、住宅費、１目、住宅管理費の木造住宅耐震改修事業では、申請件数の増加に

より１４０万円を計上いたしております。 

  次に、２４ページ、９款、１項、消防費、２目、非常備消防費の消防団活動運営事業につ

きましては、消防団員退職報奨の確定など、総額で１，７０３万２，０００円を減額計上い
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たしております。 

  同じく２４ページ、１０款、教育費、１項、教育総務費、２目、事務局費の認定こども園

開設準備事業では、実施設計業務にかかる委託料について、民生費に予算科目の振り替えを

行うことから、３，０５４万４，０００円を減額計上いたしております。 

  次に、２６ページ、同じく教育費、４項、１目幼稚園費の幼稚園管理一般事業では、本年

１０月１日より実施予定の幼児教育・保育の無償化に伴う経費７０万３，０００円を計上い

たしております。 

  次に、２８ページ、１２款、１項、公債費、１目、元金については、５億１８１万４，０

００円の繰上償還元金の計上をお願いいたしております。実質公債費比率の抑制を図るため

に実施するものであります。今年度以降に計画されておりますまちづくりに不可欠な投資的

事業など、円滑かつ着実に実施を実現していくためには、起債発行にかかる指標となる実質

公債費比率の１８％を今後も維持していくことが必要であり、本年度より定期的かつ計画的

な繰上償還の実施を行うことにより、財政の健全化を維持してまいりたいと考えております。 

  以上が歳出でございます。 

  戻っていただきまして、事項別明細書３ページをお願いいたします。 

  次に、歳入でございます。 

  はじめに、１０款、地方特例交付金、２項、１目、子ども・子育て支援臨時交付金でござ

います。本年度１０月１日より幼児教育・保育の無償化が実施されることにより、減収とな

る保育所利用料及び幼稚園利用料分については、地方特例交付金による減少補塡措置が講じ

られることとなります。実質的な交付額の算定は、本年度後半になることが見込まれており、

現時点におきましては今回の本町補正予算により計上する保育所利用料及び幼稚園利用料の

減収額と同額の１，１４６万３，０００円を計上いたしております。 

  次に、１１款、地方交付税、１項、１目、地方交付税でございますが、本年度における普

通交付税の確定に伴いまして、３億１，４２７万７，０００円を増額しております。 

  当初予算では、４３億４，０００万と見込み計上いたしておりましたが、算定後の普通交

付税額は当初見込みと比べて７．２％の増、交付額は４６億５，４２７万７，０００円とな

ったところです。 

  なお、３０年度実績と比較しますと、３億５，７３０万５，０００円の増加でございます。

主な要因といたしましては、基準財政需要額のうち個別算定経費においては、社会福祉費や

保健衛生費の増額により、合計で２億円余りの増額となりました。中でも、保健衛生費にお

いて水道事業に対する高料金対策に要する経費は、平成２９年以降は特別交付税措置とされ
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ておりましたが、平成３０年度から再度普通交付税措置になったところでありまして、この

ことによる前年度分の再算定も含めまして、基準財政需要額合計で５億１，３００万円余り

の大幅な増加となったことが交付額の増加に影響したところでございます。 

  次に、４ページでございます。１５款、国庫支出金、２項、国庫補助金、１目、総務費国

庫補助金では、サステナブル建築物等先導事業補助金として３，３００万円を計上いたして

おります。当該補助金総額では、１億５，３６６万８，０００円の内示が示されており、残

りは今年度以降の新庁舎整備事業の財源として充当するものであります。 

  次に、６ページ、１６款、府支出金、２項、府補助金、４目、農林水産業費府補助金では、

農業基盤整備促進事業補助金として１，０００万円を計上いたしております。土地改良施設

維持管理事業の事業財源として、充当するものであります。 

  同じく、新集落営農総合対策事業補助金として８８１万７，０００円を計上いたしており

ます。京力農場プラン事業等の事業財源として、充当するものであります。 

  次に、８ページ、１７款、財産収入、１項、財産運用収入、１目、財産貸付収入では、土

地貸付料及び府営住宅敷地料について、土地賃貸契約の新規締結及び一部見直し等によりま

して、１４９万８，０００円の増額計上をいたしております。 

  同じく８ページ、１８款、１項、１目、給付金でございますけれども、一般給付金で３，

２００万円、農業費給付金の有害鳥獣対策事業給付金として２００万円、合計３，４００万

円の給付金を増額計上いたしております。 

  同じく８ページ、１９款、繰入金、２項、基金繰入金でございます。１目、財政調整基金

繰入金につきましては、普通交付税など財源調整で１億６，３６９万５，０００円を減額す

るとともに、減債基金繰入金につきましては、公債費繰上償還の財源として活用することと

し、３億２，５２７万６，０００円を計上いたしております。 

  次に、９ページ、２０款、繰越金でございますけれども、額が確定いたしましたことから、

９１２万１，０００円を計上いたしております。 

  ２２款、１項、町債でございます。先ほど地方債第３表で説明いたしましたとおり、１目、

総務債、１節、合併特例事業債につきましては、新庁舎整備事業における年度事業計画の見

直しによりまして、３億６，６８０万円を減額計上いたしております。 

  また、２目、民生費では、認定こども園整備事業の財源として、合併特例事業債の活用に

よりまして４，１９０万円の増額計上いたしております。 

  ３目、衛生費では、一般会計出資債にかかる３，５４０万円を減額しております。 

  ７目、教育債では、認定こども園にかかる財源を過疎対策事業債から合併特例債へ振り替
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えることに伴いまして、今回過疎対策事業債３，１３０万円を減額計上いたしております。 

  ８目、臨時財政対策債につきましては、本年度発行額の確定に伴いまして４億２２０万円

の減額計上をいたしております。 

  その他、各種の特定財源につきましては、歳出の補正に合わせまして精査を行っておりま

す。 

  以上、議案第６４号 一般会計補正予算（第１号）の補足説明といたします。ご審議賜り

ますようよろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 久木住民課長。 

○住民課長（久木寿一君） 議案第６５号 令和元年度京丹波町国民健康保険事業特別会計補

正予算（第１号）について、補足説明を申し上げます。 

  今回の補正は、補正前の予算総額に歳入歳出それぞれ１６万７，０００円を追加し、補正

後の額を１８億３，９１６万７，０００円とするものでございます。 

  それでは、主なものにつきまして歳入からご説明申し上げます。 

  事項別明細書３ページをお願いいたします。３款、府支出金、１項、府補助金、１目、保

険給付費等交付金では、平成３０年度において収入した普通交付金よりも、保険給付費の実

績が下回り、本年度におきまして相殺して交付されることとなりますので、その差額６５６

万５，０００円を減額するものでございます。 

  前後しますけども、６款、繰越金では、前年度繰越金の確定により、２，２２３万５，０

００円を増加するものでございます。 

  ５款、繰入金、２項、基金繰入金、１目、国民健康保険財政調整基金繰入金では、前年度

繰越金の確定によりまして、当初計上した４，７２０万円から１，５５０万３，０００円を

減額し、３，１６９万７，０００円とするものでございます。これにより、基金の令和元年

度末残高は２億９，５０２万６，０００円と見込まれます。 

  次に、４ページの歳出でございます。 

  ８款、諸支出金、１項、償還金及び還付加算金、５目、保険給付費等交付金償還金で、平

成３０年度特定健診保健指導国庫負担金及び府負担金の実績による返還金、それから平成３

０年度災害臨時特例補助金、７月豪雨分の補助金でございますが、実績精査によりまして返

還金が生じまして、これら２つの返還金の所要額を計上するものでございます。 

  以上、簡単ではございますが補足説明といたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 大西保健福祉課長。 

○保健福祉課長（大西義弘君） それでは、議案第６６号 令和元年度京丹波町介護保険事業
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特別会計補正予算（第１号）の事業勘定分につきまして補足説明を申し上げます。 

  今回の補正は、事業勘定において既定の予算総額に歳入歳出それぞれ３，５８４万５，０

００円を追加し、歳入歳出の総額を２１億７，２１４万４，０００円とさせていただくもの

でございます。 

  それでは、歳入から説明をさせていただきます。事項別明細書の３ページをお願いいたし

ます。 

  ３款、国庫支出金では、過年度分の地域支援事業交付金の追加交付及び本年度のシステム

改修にかかる介護保険事業費補助金として、全体で９６万８，０００円、４款、支払基金交

付金では、過年度分の介護給付費交付金及び地域支援事業支援交付金として５６６万円、５

款、府支出金では、過年度分の地域支援事業交付金として４７万９，０００円をそれぞれ計

上させていただいております。 

  ７款、繰入金、１項、一般会計繰入金では、システム改修にかかる事務費繰入金として５

万７，０００円を、４ページの２項基金繰入金では、前年度繰越金の確定による収入増に伴

い、介護給付費準備基金繰入金を皆減としております。 

  ８款、繰越金では、前年度繰越金として４，４２９万９，０００円を計上しております。 

  続きまして、５ページの歳出をお願いいたします。 

  １款、総務費、１目、一般管理費では、消費税引き上げに関係するシステム改修負担金と

して１１万３，０００円を計上しております。 

  続きまして、７ページをお願いいたします。２款、保険給付費、５項、特定入所者介護サ

ービス等費は、介護保険施設や短期入所を利用される低所得の方の食費、部屋代の負担軽減

を図る補足給付で、介護予防の短期入所等にかかる負担金の増が見込まれることから、組み

替えをさせていただくものでございます。 

  続きまして、８ページの３款、地域支援事業費、１項、一般介護予防事業費では、当初介

護予防生活支援サービス事業費の中で、通所型Ａ事業として予算計上しておりました認知症

予防等に効果のあるプログラムを取り入れたスリーＡ教室を６５歳以上の高齢者ならどなた

でも参加いただける一般介護予防事業に組み替え、さらなる介護予防に取り組むこととした

ことから、１２万４，０００円を計上させていただいております。 

  ２項、介護予防・生活支援サービス事業費では、先ほど申し上げましたスリーＡ教室にか

かる指導者への報償費の組み替えによる減額、また当初臨時雇用職員の配置も予定しており

ましたが、スリーＡ教室の指導者等との調整により、指導者のみでの実施となりましたこと

から、臨時雇用賃金の減額、そしてミニデイサービス事業委託料につきましては、利用者の
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増が見込まれるため、６７万４，０００円の増額とし、事業費全体では１２万４，０００円

の減額とさせていただいております。 

  続きまして、４款、基金積立金では、国府支払金からの過年度分の地域支援事業等にかか

る追加交付分と、前年度繰越金のうち、介護給付費にかかる国、府への返還すべき額などを

差し引いた残額の合計１，５４４万３，０００円を追加させていただき、収支の均衡を図る

こととしております。 

  なお、補正後の予算ベースで令和元年度末基金残高は１億８，０８４万６，０００円を見

込んでおります。 

  続きまして、９ページの６款、諸支出金では、平成３０年度分の国、府の介護給付費負担

金の返還金として２，０２８万９，０００円を計上しております。 

  以上、簡単ではございますが、議案第６６号の補足説明とさせていただきます。ご審議賜

りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（篠塚信太郎君） 中川医療政策課長。 

○医療政策課長（中川 豊君） 続きまして、同じく議案第６６号 令和元年度京丹波町介護

保険事業特別会計補正予算（第１号）のうち、老人保健施設サービス勘定の補正予算につき

まして補足説明を申し上げます。 

  既定の予算総額から歳入歳出それぞれ２５３万６，０００円を減額し、補正後の歳入歳出

額それぞれ１億５，００７万４，０００円とさせていただくものでございます。 

  それでは、歳入からご説明させていただきます。 

  事項別明細書３ページ、歳入をご覧ください。３款、繰入金でございます。歳出における

一般管理費及び人件費等の精査により、財源とするこの一般会計繰入金を３６３万７，００

０円減額させていただくものでございます。 

  次に４款、繰越金でございます。前年度繰越金の確定により、１１０万１，０００円を増

額させていただくものでございます。 

  次に４ページ、歳出をごらんください。１款、総務費、１目、一般管理費の給料、職員手

当、共済費、負担金等の人件費において、人事異動等の影響によりそれぞれ減額、また賃金

等一部においては増額を行っております。 

  １５節、工事請負費では、老人保健施設屋外に設置しております空調用室外機２機は、老

朽化により騒音及び振動が激しく、近隣住民の方に対しまして支障を来しております。当初

予算にて移設費を計上しておりましたが、その後より一層安全な場所への移設と省エネ化を

図ることもあわせて検討し、今回５２９万７，０００円の増額をお願いするものでございま
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す。 

  以上、簡単ではございますが老人保健施設サービス勘定の補足説明とさせていただきます。

ご審議賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（篠塚信太郎君） 十倉上下水道課長。 

○上下水道課長（十倉隆英君） それでは、議案第６７号 令和元年度京丹波町下水道事業特

別会計補正予算（第１号）につきまして、補足説明のほうを申し上げます。 

  今回の補正予算（第１号）につきましては、既定の歳入歳出予算額９億５，９１０万円を

８００万円減額し、補正後の額を９億５，１１０万円とすることをお願いするものでござい

ます。 

  それでは、ページをめくっていただきまして、事項別明細書の３ページをお願いいたしま

す。歳入についてでございます。 

  ５款、１項、１目、繰入金につきましては、歳出予算の減額に伴い、それぞれ農業集落排

水事業分を３８９万５，０００円減額、特定環境保全公共下水道事業分を３４１万８，００

０円減額、浄化槽市町村整備推進事業分を７９万７，０００円減額とすることとし、あわせ

て８１１万円を減額としております。 

  ６款、１項、１目、繰越金につきましては、平成３０年度決算により前年度繰越額が確定

したことにより、１１万円を増額とさせていただいております。 

  次に、歳出についてでございます。４ページをお願いいたします。 

  １款、１項、１目、一般管理費において、人事異動に伴い給料職員手当等を精査し、人件

費について８００万円の減額とさせていただいております。 

  以上、簡単ではございますが、議案第６７号の補足説明とさせていただきます。ご審議い

ただきますようよろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 栗林にぎわい創生課長。 

○にぎわい創生課長（栗林英治君） それでは、議案第６８号 令和元年度京丹波町町営バス

運行事業特別会計補正予算（第１号）につきまして、補足説明を申し上げます。 

  町長の提案理由にもありましたとおり、今回の補正につきましては、補正前の額１億２，

２８２万円に２３１万８，０００円を追加し、補正後の額を１億２，５１３万８，０００円

とすることをお願いするものでございます。 

  補正予算の内容につきまして、歳出からご説明します。 

  事項別明細書最終ページ、４ページをお願いいたします。１目、運行事業、１３節、委託

料でございますが、訪日外国人旅行者等の交通サービスの利用促進を図るため、バス事業者
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と経路検索等を行う情報利用者との情報の受渡しのため、共通フォーマット作成の委託を行

うインバウンド対応支援委託業務に５５万８，０００円、町営バスを含めた地域公共交通の

検討等を行うため、町営バス活性化促進委託料として１７６万円の増額をお願いするもので

ございます。 

  １ページ戻っていただきまして、３ページの歳入でございます。前後いたしますけれども、

７款、国庫支出金につきましては、インバウンド対応委託業務に充当する国の補助金インバ

ウンド対応支援事業補助金として２７万８，０００円、４款、繰越金につきましては、前年

度の繰越金の確定により４７万２，０００円を追加いたします。 

  歳出の増加により不足額が生じることから、これを補うため３款、繰入金、他会計繰入金

としまして１５６万８，０００円の増額をお願いするものでございます。 

  以上、補足説明とさせていただきます。ご審議賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 山内瑞穂支所長。 

○瑞穂支所長（山内善博君） 議案第６９号 令和元年度桧山財産区特別会計補正予算（第１

号）について、補足説明をさせていただきます。 

  歳入歳出ともに、補正前の額１，４３０万円から９５万円を増額し、補正後の額を１，５

２５万円とするものでございます。 

  歳入の主なものでございます。 

  事項別明細書、３ページをごらんください。１款、財産収入、２項、財産売払収入、１目、

不動産売払収入、１節、土地売払収入で、国道１７３号防災工事に伴う八田西ノ本地内、八

田区貸付地の山林１５９平方メートルを売却した用地補償として１４万８，０００円を計上

しております。 

  ２節、立木売払収入では、区有林保育間伐作業素材積算金１５万１，０００円を計上して

おります。これは、３０年度に実施いたしました直営林小野愛宕地内の作業道延伸で伐採し

た際の杉のチップ代で、売上材積は４０．９３立方メートル、チップ５．８９トンでござい

ます。 

  ２款、繰入金、１項、１目、基金繰入金、１節、財政調整基金繰入金で、歳出の額が減じ

たことから、基金からの繰入金３９万５，０００円を減額しております。 

  ３款、１項、１目、繰越金、１節、前年度繰越金では、前年度の額が確定したことにより、

１０４万６，０００円を増額し、補正後の額を１５４万６，０００円としております。 

  次に、歳出でございますが、事項別明細書４ページをごらんください。２目、財産管理費、

２２節、補償補塡及び賠償金で、国道１７３号防災工事にかかる財産売払収入のうち、規定
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により３分の１の額５万円を、貸付地である八田区に支払うこととしています。 

  ３目、諸費、１９節、負担金補助及び交付金、桧山地域振興対策補助金で、大朴協同生産

組合の中操機購入にかかる経費について、生産基盤振興対策事業の規定を適用し、９０万円

を増額しております。 

  以上、桧山財産区特別会計補正予算の補足説明とさせていただきます。ご審議いただきま

すようどうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 十倉上下水道課長。 

○上下水道課長（十倉隆英君） それでは、議案第７０号 令和元年度京丹波町水道事業会計

補正予算（第１号）につきまして、補足説明を申し上げます。 

  まず、第２条の収益的支出につきましては、合計額は変わりませんが、営業費用及び営業

外費用におきまして組み替えをお願いするものでございます。 

  第３条の資本的収入及び支出の補正につきましては、収入において補正予定額を５，０３

０万円増額とし、補正後の予算額を４億３，６１６万円とするものです。 

  支出についても、補正予定額を５，０３０万円増額とし、補正後の予算額を８億５，２１

３万５，０００円としてお願いするものでございます。 

  第４条の企業債につきましては、当初の予算書第５条の限度額に加え、８，５７０万円増

額し、限度額を２億２，３６０万円としております。 

  なお、起債の方法、利率償還の方法につきましては、変更はございません。 

  第５条では、出資金を補正により全て減額となりましたので、当初予算書の第９条第３項

を削除させていただくものでございます。 

  次に、補正内容についてお願いします。 

  補正予算に関する説明書１１ページをお願いいたします。収益的支出における１項、営業

費用、１目、原水及び浄水費におきまして、消防法による消防設備点検において、畑川浄水

場ほか２施設において、誘導灯などの修繕が必要となりましたので、修繕費を７９万２，０

００円増額とし、２目、配水及び給水費につきましては、予定しておりました維持補修工事

の進捗により、維持補修工事費を５５０万円減額とし、４目、総係費については、人事異動

に伴います人件費や備消品費等の精査により８５万７，０００円減額とするものでございま

す。 

  １３ページの２項、営業外費用、１目、支払利息及び企業債取扱諸費につきましては、３

０年度事業分企業債利息見込により６８万８，０００円増額し、２目、消費税及び地方消費

税においては、３０年度分確定申告納税に伴う令和元年度中間申告見込額相当額として３８
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４万１，０００円の増額、３目、雑支出においては、過年度分給水収益調整額として１０３

万６，０００円を増額計上とさせていただいております。 

  １５ページの資本的収入、１項、１目、企業債につきましては、出資金の減額分及び施設

整備費増額分として８，５７０万円を増額し、６項、１目、出資金につきましては、起債協

議により非該当となりましたので、３，５４０万円を減額とさせていただいております。 

  資本的支出では、１項、建設改良費、１目、施設整備費において、平成１８年度に導入整

備を行いました和知地区遠方監視装置が故障し、補償サービス及び部品の供給終了により、

修繕が不可能なことから、早期の更新工事を行うため、５，０３０万円を増額計上とさせて

いただいております。 

  以上、簡単ではございますが議案第７０号の補足説明とさせていただきます。ご審議いた

だきますようよろしくお願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） 野村会計管理者。 

○会計管理者（野村雅浩君） それでは、認定第１号 平成３０年度京丹波町一般会計歳入歳

出決算の認定についてから、認定第１５号 平成３０年度国保京丹波町病院事業会計決算の

認定についてまで、それぞれ決算書に沿って主なものについて補足説明を申し上げます。 

  説明が長時間に及びますのと、町長の提案説明の内容と重複することもありますが、ご了

承願います。 

  それでは、はじめに認定第１号 平成３０年度京丹波町一般会計歳入歳出決算です。 

  １ページ、実質収支に関する調書をお開きください。平成３０年度一般会計決算額は、歳

入総額１１３億１，７９４万４，６１３円で、前年度に比べ２．５％の増、歳出総額１１０

億１，６７９万２，８５２円で、前年度に比べ１．６％の増となりました。 

  歳入歳出差引額は３億１１５万１，７６１円で、翌年度へ繰り越すべき財源２億４，２０

３万円を差し引いた実質収支額は、５，９１２万１，７６１円となりました。 

  なお、３０年度の実質収支から２９年度の実質収支を差し引いた単年度収支額は、マイナ

ス２５８万４９９円となりました。 

  １４ページ、事項別明細書をお願いします。歳入の主なものについて、収入済額を中心に

説明いたしますので、予算額、調定額等は割愛させていただきます。 

  １款、町税は、１７億２，０９１万９５５円で、前年度に比べ０．１％の減となりました。

町税のうち、町民税は６億１，９５８万６，１７３円で、前年度に比べ０．２％の増、個人

町民税では高額所得者の人的減少を含む全体的な総所得金額の低下により、減少したものの、

法人町民税は業績好調の企業の法人税の増加がこの減少分も上回り、全体として約１４０万
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円の増加となりました。 

  固定資産税は、９億６，１２８万７８５円で、前年度に比べ０．１％の増となりました。

土地及び家屋に関しては、評価替えの影響により減少しましたが、償却資産において企業等

による設備投資や課税対象となる太陽光発電設備の増加などの影響により、全体として約９

０万円の増加となりました。 

  軽自動車税は５，９８８万５，３２４円で、前年度に比べ２．４％の増。 

  １６ページ、町たばこ税は８，０１５万８，６７３円で、前年度に比べ７．４％の減とな

りました。 

  １５ページ上段に戻っていただきまして、町税の収入未済額は５，３６１万７，９４６円

で、前年度に比べ１，７６９万１，００６円の減。不納欠損額は４９４万３，５８７円で前

年度に比べ３６万５，１２４円の増。町民税２９人、固定資産税５７人、軽自動車税５０人

について、地方税法に基づき処理しました。 

  町税全体の徴収率は９６．７％で、２９年度より０．９ポイント上昇しました。また、現

年課税分は９９．２％でした。 

  ２款、地方譲与税は９，３７７万５，０００円で、前年度に比べ０．９％の増。 

  ３款、利子割交付金は２５８万円で、前年度に比べ８．０％の減。 

  ４款、配当割交付金は８６１万円で、前年度に比べ１７．３％の減。 

  ５款、株式等譲渡所得割交付金は６５４万円で、前年度に比べ３６．３％の減。 

  １８ページ、６款、地方消費税交付金は２億４，９９０万円で、前年度に比べ１．８％の

増。 

  ７款、ゴルフ場利用税交付金は６，６１３万６，０８７円で、前年度に比べ２．８％の減。 

  ８款、自動車取得税交付金は４，２２９万４，０００円で、前年度に比べ１４．７％の増。 

  ９款、地方特例交付金は４４４万２，０００円で、前年度に比べ１１．５％の増。 

  ２０ページ、１０款、地方交付税は４８億９，６８１万９，０００円、そのうち普通交付

税は４２億９，６９７万２，０００円で、前年度に比べ１．６％の減。特別交付税は５億９，

９８４万７，０００円で、前年度に比べ０．６％の減となりました。 

  １１款、交通安全対策特別交付金は２２１万円で、前年度に比べ１６．１％の減。 

  １２款、分担金及び負担金は１，９２９万４，２２０円で、前年度に比べ１９．２％の減。

１項、分担金は４６０万５，４４７円、２項、負担金は１，４６８万８，７７３円でした。 

  ２４ページ、１３款、使用料及び手数料は３億４，２２１万６，２８１円で、前年度に比

べ１．２％の減。 
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  ２８ページ、４目、商工使用料では、京丹波味夢の里施設使用料３，０２９万４，５８０

円などを収入しました。 

  ３２ページ、１４款、国庫支出金は５億９，４８４万３，８３６円で、前年度に比べ５．

３％の減。１項、国庫負担金では、３目、災害復旧費国庫負担金で３７ページ、７月豪雨等

による公共土木施設災害復旧事業費国庫負担金として１億９６８万３，５５２円を。３９ペ

ージ中段、２項、国庫補助金、４目、農林水産業費国庫補助金では、山村活性化支援交付金

として６８７万７，９８６円の収入があり、５目、土木費国庫補助金については、社会資本

整備総合交付金として９，０２８万９，０００円の交付を受けたものです。 

  ４４ページ、１５款、府支出金は１０億５３７万５，３８１円で、前年度に比べ１６．

４％の増となりました。 

  ２項、府補助金では、４目、農林水産業費府補助金で、５７ページ中段へ飛びますが、農

業次世代人材投資資金交付金として８２５万円を。５９ページ中段、国の補助制度を活用し

た事業として、畜産酪農農家の経営強化を図るための畜産競争力強化整備事業補助金２億７

６８万円の収入がありました。 

  ７０ページに飛びまして、１６款、財産収入は１億２，８３３万４５９円で、前年度に比

べ３０．４％の増。増加の主なものは７４ページ、社会福祉法人山彦会への町有地土地売払

など、１，６０４万６，０００円、新庁舎建設等に伴い、立木売払収入が４，１２２万１，

９９５円の収入があったものです。 

  １７款、寄附金は１，８５１万２，９１１円で、前年度に比べ１１．２％の減となりまし

た。内訳は、ふるさと応援寄附金１，３３２万円のほか、一般寄附金８万円、ふるさと応援

寄附金災害支援分が２６６万８００円で、災害支援寄附金については２４５万２，１１１円

でありました。 

  ７６ページ、１８款、繰入金は６億８，５１０万４，０７４円で、前年度に比べ約２．３

倍の増となりました。 

  ７８ページ、財政調整基金繰入金は５億７，０００万円で、約３．６倍の大幅な増となり

ました。 

  １９款、繰越金は、３０年度繰越事業財源分１億４，１１５万６，０００円を含め、２億

２８５万８，２６０円で、前年度に比べ５９．０％の減。 

  ２０款、諸収入は１億６，９０９万２，１４９円で、前年度に比べ１，７４３万１，０６

８円、９．３％の減。 

  歳入の最後に飛びまして、９６ページ、２１款、町債です。総額１０億５，８１０万円、
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前年度に比べ１億３，９４０万円、１５．２％の増となりました。３０年度は新庁舎整備が

本格化したため、事業債の借入が大幅に増え、また新たに認定こども園整備事業債や当年に

災害による被害が拡大したため、災害復旧事業債の借入が増えたことなどが増加要因となり

ました。 

  以上、一般会計歳入の説明といたします。 

  続きまして、歳出です。 

  主なものについて、支出済額を中心に説明いたします。以降は同様に予算額、不用額等は

割愛させていただきます。 

  また、各会計における人件費の状況は別冊の事業報告書に掲載していますので、費用ごと

の説明は省略させていただきます。 

  １０２ページ、１款、議会費は９，６７６万４，７２２円で、前年度に比べ９０万６，５

０８円、０．９％の減となりました。 

  １０４ページ、２款、総務費は１３億３，９６５万５５６円で、前年度に比べ２，５１４

万２，５５１円、１．８％の減。３１年度への繰越額は９，８４６万９，０００円となって

います。 

  総務費の主なものは、１項、総務管理費、１目、一般管理費では１１１ページ、積立金で、

３０年度に寄附を受けたふるさと応援寄附金７９５件、１，３３２万円に利子分を加えた１，

３３２万６，０００円をふるさと応援寄附金基金に積み立てました。 

  １１２ページからの５目、財産管理費では、まず新庁舎整備事業関連です。１１５ページ、

委託料で新庁舎建設設計業務をはじめ、用地測量、治水対策及び造成工事測量設計業務など

に８，３９６万５，３６０円。工事請負費で町有施設解体撤去等工事４，３４１万２８０円

を。新庁舎整備工事として防火水槽設置工事などに３１６万７，５２０円を支出し、また新

庁舎建設に向けて木材調達契約３，５８７万６，５６０円を支出し、事業が本格化しました。 

  末尾からの積立金では、財政調整基金積立金３，２０３万８，０００円など、各種基金に

合計３，３４６万９，０００円を積み立てました。 

  ６目、企画費では、１１９ページ中段の負担金補助及び交付金で、京丹波町唯一の高校、

須知高校のさらなる活性化と生徒の学力向上、進路保障などを目的とした須知高校振興対策

交付金１４０万５，０００円を交付しました。 

  ７目、支所費では、１２１ページ、委託料で和知支所耐震診断委託料に５３９万２８０円

を。工事請負費では瑞穂地区調整池整備工事ほか施設維持改修整備に１，４４１万５，４５

１円を支出し、環境整備を行いました。 
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  ９目、諸費では、１２３ページ、委託料で和知駅からの乗車券販売などの和知駅振興委託

料２７０万円。指定管理制度によるグリーンランドみずほ管理運営委託料２，０００万円を

支出し、工事請負費ではグリーンランド施設等改修工事や和知駅再生プロジェクト事業の駅

周辺改修工事に７６８万５，２８０円を支出し、一定の整備を終えました。 

  １０目、交通対策費では、１２５ページ、報償費で高齢者運転免許証自主返納等支援制度

により、交付した路線バス利用券の利用額として、バス事業者に支払う運転免許証自主返納

奨励金に２９万４００円。負担金補助及び交付金では、高齢者運転免許講習実施支援事業補

助金として、高齢者運転免許講習の再開に向けて、園部自動車学校に１７０万５，０００円

を支出しました。町営バス運行事業特別会計へは８，３３０万円を繰出しました。 

  １１目、地域振興事業費では、１２７ページ、負担金補助及び交付金で、集落公民館の屋

根改修や空調設備設置など、１２区に対し、自治振興補助金５８０万１，０００円を交付し、

地域への支援を行いました。 

  １２目、電算管理費では、委託料で電算保守管理委託料として２，９８５万５，８２１円

を支出し、庁内電算の維持管理に努めました。 

  １３目、生涯学習推進費では、１２９ページ下段、委託料で人権啓発映画会や男女共同参

画推進講座の開催などに合計１０８万８，４８０円。負担金補助及び交付金では、京丹波町

国際交流協会補助金３００万円を支出し、人権啓発や国際交流の推進に取り組みました。 

  ２項、徴税費、１目、税務総務費では、１３５ページ中段、償還金利子及び割引料で、過

誤納金返還金１，０１５万４，２６５円の支出で、前年度に比べ５６８万３，５６６円と大

きく増加となりました。 

  ２目、賦課徴収費では、委託料で令和３年度固定資産税の評価替えに向けた固定資産宅地

評価見直業務委託料４０３万７，０４０円のほか、１３７ページ、負担金補助及び交付金で、

京都地方税機構負担金１，１７４万５，８６５円を支出しました。 

  １３８ページからの４項、選挙費では、１３９ページ下段以降選挙の執行経費として、３

目、京都府議会議員選挙費４４９万２，４０８円を。４目、京都府知事選挙費８３８万２，

３０７円などが主だった支出でありました。 

  次に、１４２ページ、３款、民生費は、２３億４２６万４，４２４円で、前年度に比べ６，

５６３万１，６１８円、２．８％の減となりました。 

  １項、社会福祉費、１目、社会福祉総務費では、１４７ページ、負担金補助及び交付金で、

民生児童委員活動補助金１，０４０万４，９３５円や社会福祉法人等介護人材確保支援事業

補助金１３８万１，０００円など、各種補助金のほか、繰出金では国民健康保険事業特別会



 

－４６－ 

計へ１億６，０７０万９，２９１円を繰り出しました。 

  １４８ページ、３目、障害者福祉費では、委託料で、共同作業場運営委託料２，８７７万

９，０００円や、相談支援事業委託料、また日中一時支援委託料をはじめとする障害者の地

域生活をサポートする各種事業の委託料など、あわせて６，７８２万３，５１１円を支出し、

１５３ページの扶助費では、障害者自立支援給付費や医療給付費など、合計４億７，４８５

万２，０１９円を支出し、支援を行いました。 

  ４目、老人福祉費では、１５５ページ、委託料で、延べ３，２３４人の利用があった在宅

高齢者の生活を支援する外出支援サービス事業委託料１，１２４万６００円や、延べ１，４

７５人の利用があった食の自立支援サービス事業委託料１，４５９万３，２８０円など、合

計２，６５４万８，３４５円を支出しました。 

  負担金補助及び交付金では、後期高齢者医療広域連合に対し、後期高齢共通経費負担金６

０１万７，４３９円と、後期高齢医療給付費負担金２億３８１万４，３７１円を支出したほ

か、介護施設等整備補助金として、わち福祉会特別養護老人ホーム長老苑に多床室プライバ

シー確保の改修に対して３，５５４万４，０００円を交付し、環境改善に寄与しました。 

  １５７ページ中段、繰出金では、合計４億２，６６７万６，５６７円を支出、そのうち介

護保険事業特別会計の事業勘定と老人保健施設サービス勘定へ合わせて３億５，２５２万３，

０５２円。後期高齢者医療特別会計へ事務費分、保険基盤安定分、保健事業分合わせて７，

４１５万３，５１５円を繰り出しました。 

  ２項、児童福祉費は、総額５億５，７２０万８，２８５円を支出しました。主なものは、

１目、児童福祉総務費、１５９ページ、報償費の５６人の出産に対するすこやか祝い金５８

０万円を。委託料のファミリーサポートセンター事業委託料に対しまして５００万円。１６

１ページ中段、負担金補助及び交付金の子育て世帯住宅リフォーム支援事業補助金は、６件

で３８３万７，０００円などでした。 

  扶助費では、３つの制度により１８歳までの医療費を助成するすこやか子育て医療給付費、

京都子育て医療給付費及び高校生等医療給付費のほか、児童手当や障害児通所給付費等扶助

費など、前年と比較すると１，４８６万円ほど減少していますが、合計１億８，９３４万９

０４円を給付し、すこやかな成長を願い支援しました。 

  １６２ページ、３目、保育所費では、保育所運営に要する経費として総額３億２，４８９

万５，５９５円を支出しました。 

  １６６ページ、３項、災害救助費では、７月豪雨の被災屋内等障害物除去工事や避難所開

設にかかる経費の災害見舞金などに、合計１，７３０万４，０１０円を支出しました。 
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  次に、１６８ページ、４款、衛生費は１５億６，５９１万５，００７円で、前年度に比べ

２，１１９万１，６４９円、１．３％の減となりました。３１年度への繰越額は１，５８０

万円となっています。 

  １項、保健衛生費では、特定健診をはじめとする各種検診、健康相談事業、各種予防接種

事業にかかる経費として、総額６億１，９９３万７，６９２円を支出しました。各種検診の

委託料では、１７３ページ、２目、保険事業費の検査検診委託料５，３０８万２，８３０円。

特定健診委託料１，１８５万１，１４７円。１７５ページ、３目、予防費の予防接種業務委

託料２，８７８万３，６３４円などを支出しました。 

  ４目、環境衛生費では、１７７ページ、負担金補助交付金で、国庫補助対象となった個人

設置の浄化槽９基に対する設置補助金２９８万８，０００円。住宅用太陽光発電システム設

置補助金は５件と減少傾向にあり、５６万２，０００円を交付し、さらに太陽光発電システ

ムと蓄電設備を同時に設置する経費に対する補助制度、家庭向け自立型再生可能エネルギー

導入補助金は、３件で１００万７，０００円を交付しました。 

  下水道事業特別会計への繰出金は、浄化槽市町村整備推進事業分５，６６２万円でした。 

  ５目、診療所費では、１７９ページ上段、各診療所の運営にかかる病院事業会計運営補助

金２億６，２６９万７，０００円を支出。また病院、和知診療所にかかる企業債償還利子分

の補助金８００万７，８４１円と病院事業会計出資金３，０６０万３３６円を支出しました。 

  貸付金では、医師確保奨学金貸与事業として、医師を志す学生１人に対し、引き続き１８

０万円を貸与しました。 

  また、衛生費から支出の船井郡衛生管理組合に対する分担金は、１７１ページ中段に戻り

ますが、火葬場維持管理分８９９万５，０００円、１８１ページ、中段の塵芥処理分１億５，

１６５万６，０００円、災害廃棄物処理分７８万９，１５２円、し尿処理分１億２２４万円、

総額２億６，３６８万１５２円でした。 

  ３項、上水道費では、水道事業会計へ事業運営と公債費元利償還にかかる補助金、合わせ

て６億２，８６８万円、水道事業出資債として借り入れた出資金２，２２０万円を支出しま

した。 

  次に、１８２ページ、５款、労働費は６万８，１１５円で、前年度に比べ１万２，５９７

円の増。 

  次に６款、農林水産業費は１６億２，８５６万６，３２８円で、前年度に比べ６，３２９

万１００円、４．０％の増となりました。３１年度への繰越額は、１億８，１３０万５，０

００円となっています。 
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  １項、農業費は１４億４，９０９万１，８７４円の支出で、主なものとして１８６ページ

からの３目、農業振興費ですが、有害鳥獣対策事業では、報償費でシカ１，７８６頭、イノ

シシ５４２頭などの捕獲に対する有害鳥獣捕獲報償金で、４，３７６万７，０００円。１８

７ページ中段、狩猟期のシカ捕獲強化事業奨励金１２８万９，０００円。１８９ページ上段、

委託料で、京丹波町猟友会への有害鳥獣捕獲委託料２００万円。鳥獣被害防止緊急捕獲等対

策事業委託料で２５１万円。原材料費で三ノ宮地内の被害防止施設資材費３０２万１，８４

０円を。また負担金補助及び交付金の４つ目、電気柵設置など、２８地区の被害防止施設設

置事業補助金８８６万５，０００円を交付しました。 

  １９３ページ上段の、豪雨等による災害復旧分、１４地区、１５８万３，０００円など、

有害鳥獣対策事業全体で６，９６８万９，７６６円を支出し、前年度に比べ約１，４７１万

円の減少となりましたが、対策強化を引き続き実施いたしました。 

  このほか、１９１ページの上段に戻っていただきまして、負担金補助及び交付金で、農業

の生産条件が不利な地域における農業生産活動を継続するための中山間地域等直接支払交付

金１億９６７万６３２円。また下段の農地維持資源向上のための多面的機能支払交付金９，

０８２万１，４５１円を支出して、農地保全等に努め、１９３ページ、明日のむら人移住促

進事業補助金として空き家改修４件など、移住促進対策に７６０万円を支出して、移住促進

を推進しました。認定農業者等確保・育成事業補助金として、認定農業者１５人に農業機械

等の導入に１，１０８万円。また野菜生産施設災害復旧事業補助金として１，１０５万９，

０００円を交付しました。 

  ４目、畜産業費では、１９５ページ、工事請負費で、ロケ地倉庫新築第２期工事などに３，

４５８万１，６００円を支出。 

  負担金補助及び交付金で、耕畜連携の堆肥による土づくり事業補助金６８８万１４０円。

関係者や地域が連携して行う畜産酪農収益力や生産基盤の強化のための取り組みに畜産競争

力強化整備事業補助金２億７６８万円を、畜産クラスター協議会へ交付しました。 

  ５目、農地費では、１９７ページ中段、工事請負費で、平成２９年度繰越、稲荷池施設工

事など、ため池改修工事に５，６３６万９，０４０円。土地改良施設維持管理工事では、広

和池浚渫工事に１，１０７万円を支出し、防災・減災対策に取り組みました。 

  負担金補助及び交付金で、農林漁業事業補助金として、農道舗装や農業用水路改修など、

７６カ所、５，５０８万円を交付しました。 

  繰出金では、下水道事業特別会計へ農業集落排水事業分として２億７６１万円を繰り出し

ました。 
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  ７目、農業情報施設管理費では、２０１ページ、委託料で、ケーブルテレビ設備保守点検

管理等委託料、インターネット接続委託料、ケーブルテレビ設備工事作業等主なものとして、

合計２億１，２９６万８，７３９円を支出しました。 

  次に、２０４ページからの２項、林業費です。支出総額は１億７，７８０万１，４５４円

で、主なものとして、２目、農業振興費では、２０７ページ下段、委託料で、公有林整備事

業として安栖里鐘打山の町有林の皆伐原木運搬売払、その他町有林の間伐などに４，６７９

万５，５２５円。２０９ページ、工事請負費では林道開設工事として森林管理道塩谷長谷線

で２，８５８万３６０円を支出しました。負担金補助及び交付金で、森林の環境整備や遊歩

道整備、学習林整備などに林業振興対策推進助成金１，０２５万円を交付して、京都府の豊

かな森を育てる府民税市町村交付金事業として実施しました。 

○議長（篠塚信太郎君） 説明の途中ではありますが、ここで暫時休憩いたします。午後１時

３０分までとします。 

休憩 午後 ０時０５分 

再開 午後 １時３０分 

○議長（篠塚信太郎君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  野村会計管理者。 

○会計管理者（野村雅浩君） それでは、昼までからの続きで、商工費からよろしくお願いい

たします。 

  ２１０ページ、７款、商工費は２億２，９２３万４，８１２円で、前年度に比べ２，１７

８万１９７円、１０．５％の増となりました。３１年度への繰越額は３４１万円となってい

ます。 

  ２目、商工振興費では、２１３ページ、委託料で高齢者等の買い物弱者対策として、買い

物バス運行事業委託料１８０万円。２１４ページ、負担金補助及び交付金では、京都府補助

金とは別の町単独分の補助金である商工会小規模事業経営支援事業補助金１，９０２万３，

０００円。企業立地奨励金に１１０万７，７００円を。また、起業や新事業創出による起

業・新事業創出補助金として７０６万４，０００円を交付し、地域活性化と人材の地域定着

及び雇用機会を図ることに努めました。 

  ３目、観光費では、２１７ページ上段から観光施設管理等の委託料で、特産館「和」指定

管理料１，２００万円を。企画運営委託料では京丹波町ロケ誘致事業として、ロケ誘致グッ

ズ開発ロケーションオフィスの運営などに２，６３５万４，０９０円を支出。工事請負費で

はロケーションオフィス整備工事として６１１万２，８００円を支出し、整備が完了しまし
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た。 

  また、２１９ページ中段、道の駅京丹波味夢の里の一部用地に民間ホテルの建設が計画さ

れていることから、国府支出金等返還金として３，６２４万１，７２１円を返還しました。 

  ２１８ページ、８款、土木費は、８億３，６０１万２，６１３円で、前年度に比べ５，１

９０万４，５４１円、５．８％の減となりました。３１年度への繰越額は３億２，９４４万

７，０００円となっています。 

  ２項、道路橋梁費、２目、道路維持費で、２２５ページ上段、工事請負費では、本年度は

町道４０路線を対象に舗装修繕や排水路改修繕、維持修繕工事に２，９９９万８，０８０円

を。また４路線はガードレール設置や区画線表示の交通安全施設整備工事に４４９万４，９

６０円を支出し、交通安全対策を講じました。負担金補助及び交付金の認定外道路整備事業

補助金は、１０の区などに対し、３８５万１，０００円を交付しました。 

  ３目、道路新設改良費では、委託料で測量設計管理業務等委託料として、測量設計、橋梁

点検などに６，１７３万１，８００円を支出しました。 

  ２２７ページ上段、工事請負費は１億８，２７７万７，８００円を支出。社会資本整備総

合交付金や電源立地地域対策交付金を活用した道路整備と町単独事業をあわせて１８件の改

良工事を実施しました。 

  ３項、河川費、１目、河川総務費では、報奨費で各地区でお世話になった河川除草作業の

川刈りの謝礼品として８３４万６，７３５円のほか、１１河川の修繕工事や浚渫に合計２，

８１６万３，１２０円を支出しました。 

  ２２９ページ、５項、下水道費では、下水道事業特別会計へ特定環境保全公共下水道事業

分として２億２，６９６万円を繰り出しました。 

  ６項、住宅費では、２３１ページ中段、工事請負費で、町営住宅除却工事として小畑団地

の除却工事を実施して、１，２６９万７，５６０円を支出し、負担金補助及び交付金では、

住宅改修補助金８４件で５６７万２，０００円を支出。なお補助対象となった改修工事費は

９，９９５万６３６円でした。また、台風などの災害復旧を対象とした地域再建被災者住宅

等支援補助金は１２件、４９１万円でした。 

  次に、２３０ページからの９款、消防費は、４億９３万４１４円で、前年度に比べ２８３

万４，６８８円、０．７％の減となりました。 

  １目、常備消防費では、京都中部広域消防組合負担金２億８，４６４万円を支出。２目、

非常備消防費では、団員報酬１，６７４万５，０００円。また退団者に対して消防団員退職

報奨金２，０２７万２，０００円を支出しました。なお、平成３１年３月３１日現在の消防
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団員は７９０人でした。 

  ３目、消防施設費では、２３５ページ中段、消防自動車購入費として小型動力ポンプ付積

載車２台を更新して１，６５７万３，６８０円を支出し、和知支団、稲次、広野に配備しま

した。 

  ４目、防災費では、２３７ページ中段、防災備蓄備品として毎年補充購入を実施して、１

２種類の１３５万９，６２２円を支出し、避難対応に備えました。 

  次に、２３６ページ、１０款、教育費は８億１，９１６万８，６２８円で、前年度に比べ

２，９０２万１，７１４円、３．７％の増となりました。 

  １項、教育総務費では、教育委員会費、事務局経費、学童保育事業、認定こども園開設に

かかる経費、育英資金給付事業特別会計繰出金など、総額２億６，８９６万２，５６５円を

支出しました。 

  ２目、事務局費では、２４１ページ下段、測量設計管理業務等委託料の内訳の主なものは、

（仮称）たんばこども園新園舎建設設計１，６７４万円、学童保育施設のびのび児童クラブ

１組の実施設計等に７６２万５，８８０円を支出し、整備に向けて業務を実施しました。 

  また、２４５ページ、４目、情報化推進費では、小中学校学習系支援システムの機器物品

等借上料として、年間２，５４９万２，３２０円を支出しました。 

  ２項、小学校費では、総額１億２，９４６万２，７０９円を支出しました。 

  ２４７ページ、１目、学校管理費の中段で、工事請負費では下山小学校貯水槽改修工事を

はじめ、各小学校の早急に対応が必要な箇所の環境整備を行い、１，８４１万３，８８１円

を支出しました。 

  ２４９ページ、２目、教育振興費の下段で、扶助費では要保護・準要保護就学援助費及び

特別支援教育就学奨励費として、合計７６０万８，１３１円の就学援助を行い、支援しまし

た。 

  ２５０ページからの３項、中学校費では、１億１７３万３，７３０円を支出しました。 

  ２目、教育振興費で、２５５ページ、外国語指導助手報酬６７１万１４４円、学習支援員、

読書指導員等の臨時雇用賃金８６６万１，４５５円を支出し、生徒の学力向上などの取り組

みを進めました。 

  また、下段の２５６ページにかけて、負担金補助及び交付金では、島根県との全日本中学

生ホッケー選手権大会出場補助金をはじめとするクラブ活動等補助金など合わせて６７６万

３，４９７円を支出。扶助費で、要保護・準要保護の就学援助費及び特別支援の就学奨励費

として、合計６７３万９，４００円を就学援助を行いました。 
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  ２６０ページからの５項、社会教育費、１目、社会教育総務費では、２６５ページ、負担

金補助及び交付金で社会教育の充実・推進を図るため、女性の会や人権啓発推進協議会など

６団体に対し、合計２５９万８，０００円を補助金等として交付しました。２目、公民館費、

総額４，８７２万３８２円。 

  ２６７ページ中段、工事請負費では、中央公民館エレベーター改修や瑞穂地区公民館改修

工事として、梅田公民館空調設備改修工事など１，２８３万２，９１２円を支出し、環境施

設整備を実施しました。 

  ３目、文化財保護費、総額５００万９，２３８円。２６９ページ、委託料の調査分析業務

等委託料で和知地区の文化財遺跡調査などを実施し、１８８万８００円を支出しました。 

  ６項、保健体育費では、１目、保健体育総務費で、２０２０年東京オリンピック・パラリ

ンピックを契機としたホストタウン構想の推進やスポーツ観光の聖地づくりを目指し、２７

１ページ、委託料では、グリーンランドみずほホッケー場夜間照明設置設計業務に４８８万

９，１６０円を。また、工事請負費では、グリーンランド施設等改修工事として、ホッケー

ＰＲ施設施設の設置やホッケー場のベンチ改修を実施して施設整備に取り組みました。 

  ２７２ページからの７項、学校給食費では、人件費、賄材料費を主なものとして、全体で

１億４，５４３万９０８円を支出し、安心安全な給食を提供しました。 

  ２７６ページ、１１款、災害復旧費は、３億６，６５２万２，９９１円で、７月豪雨激甚

災害等により和知地区、上乙見地内をはじめとして被災箇所が広域にわたったため多額の支

出となりました。繰越額については、被災箇所が多く広域にわたっているため、次年度へ繰

り越しとして５億９，３２８万７，０００円となっています。 

  ２７８ページ、１２款、公債費、１４億２，９６９万４，２４２円で前年度に比べ７，７

５２万８，１４１円、５．１％の減となりました。 

  最後に、１３款、予備費は１，０４８万８，０００円を、総務費、農林水産業費、教育費、

公債費に充当しました。 

  以上で、一般会計の説明を終わります。 

  次に、認定第２号 平成３０年度京丹波町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算です。 

  ２８０ページをお願いします。 

  歳入総額１９億３，６６２万７，３３５円で前年度に比べ１５．６％の減、歳出総額１９

億１，４２９万１，５３４円で前年度に比べ１２．７％の減。歳入歳出差引額、実質収支額

ともに２，２３３万５，８０１円となりました。 

  ２８７ページ、事項別明細書をお願いします。 
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  歳入です。 

  １款、国民健康保険では、３億９９９万５，５４９円で前年度に比べ３．８％の減となり

ました。徴収率は、現年度分で９７．０％、過年度分で３１．３％となり、前年度と比較し

て現年度分で１．３ポイント、過年度分で４．５ポイント上昇しました。 

  なお、地方税法の規定に基づき、３７人分、３６０万１，９２１円を不納欠損として処理

しました。 

  ２８９ページ下段、３款、府支出金は、１３億５，８０６万１，０００円でありました。 

  ２９１ページ下段、５款、繰入金は、１億６，０７０万９，２９１円で前年度に比べ１．

９％の減。 

  ２９３ページ、６款、繰越金は、１億９２万１，９５５円で前年度に比べ３７．８％の増。 

  なお、国保財政調整基金からの繰り入れはありませんでした。 

  続いて、歳出です。 

  ３０１ページ下段、２款、保険給付費、１２億９，０７５万７５４円で前年度に比べ３．

１％の減となりました。療養給付費における一般被保険者数の年間平均は３，７８７人、１

人当たりの医療費は３９万９，２１９円で前年度に比べ４，４５７円の増。退職被保険者数

の年間平均は２３人、１人当たりの医療費は２１万８，６９６円で前年度に比べ１３万４，

５０４円の減となりました。 

  ３０５ページ下段、３款、国民健康保険事業費納付金は、４億３，２６７万１，６４５円

の支出をしました。 

  ３０７ページ下段、５款、保健事業費は、３，０５９万６，７９１円で前年度に比べ９．

６％の減となりました。 

  ３１０ページ、負担金補助及び交付金の人間ドック助成金５８８万６，１８０円や特定健

診保健指導などに係る一般会計繰入金１，６９１万１，０２６円などが主なものです。 

  ３１１ページ、６款、基金積立金は、９，３９８万円を積み立てました。 

  同じく下段、８款、諸支出金は、４，８１５万８，８２４円で前年度に比べ６０．９％の

増となりました。主なものとして、平成２９年度分の国府支出金等返還金２，７０２万７，

５４２円。 

  このほか３項、繰出金では、京丹波町病院事業会計への繰出金、１，８９５万５，０００

円を支出。内訳は、和知診療所のへき地診療所運営費分に８８０万５，０００円、和知歯科

診療所のへき地診療所運営費分に６３１万６，０００円などとなっています。 

  以上、国民健康保険事業特別会計の説明といたします。 



 

－５４－ 

  次に、認定第３号 平成３０年度京丹波町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算です。 

  ３１５ページをお願いします。 

  歳入総額２億２，９２８万９，６５０円、前年度に比べ１．１％の増。歳出総額２億２，

６６６万５６５円で前年度に比べ１．２％の増。歳入歳出差引額、実質収支額ともに２６２

万９，０８５円となりました。 

  ３２０ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入です。 

  １款、保険料は、特別徴収、普通徴収合わせて１億５，００２万５，４０３円、前年度に

比べ０．９ポイントの増となりました。過誤納付の保険料を除いた現年度分の実質徴収率は

９９．６％で、ほぼ昨年度並みとなりました。 

  ３２２ページ、３款、繰入金は、一般会計からの繰入金７，４１５万３，５１５円で、事

務費繰入金２９０万３，４４３円、保険基盤安定繰入金７，０８５万１，１８０円、保険事

業費繰入金では３９万８，８９２年を繰り入れました。 

  次に、３２６ページからの歳出です。 

  ２款、広域高齢者医療広域連合納付金では、平成３０年度分の保険料負担金として１億５，

０１１万６，８８０円、保険基盤安定負担金として７，０８５万１，１８０円を支出しまし

た。 

  ３２８ページ、３款、保険事業費では、人間ドック助成金６５件、２１９万８，０２７円

を支出しました。 

  以上、後期高齢者医療特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第４号 平成３０年度介護保険事業特別会計事業勘定歳入歳出決算です。 

  ３３０ページをお願いします。 

  歳入総額２１億７，８７０万４，６４３円で前年度に比べ１．０％の増。歳出総額２１億

３，４３０万５，５８４円で、前年度に比べ２．２％の増。歳入歳出差引額、実質収支額と

もに４，４３９万９，０５９円となりました。 

  介護保険の状況は、３１年３月末で第１号被保険者５，９１９人、総人口に占める割合は

４２．０％となりました。 

  また、要介護認定者数は、第１号・第２号被保険者合わせて１，０７４人、居宅介護サー

ビス受給者は５８３人で、認定者の５４．３％、施設介護サービス受給者は２７１人で、認

定者の２５．２％となりました。 

  ３３７ページ、事項別明細書をお願いします。 



 

－５５－ 

  歳入です。 

  １款、保険料は、４億１，００５万５，８００円の収入。前年度に比べ２．８％の減とな

りました。過誤納付保険料を除いた現年度分の実質徴収率は９９．４％と昨年度並みの状況

となりました。 

  また、介護保険法第２００条の規定に基づき、５７人分、２５０万３，９００円を不納欠

損として処理しました。 

  ３款、国庫支出金５億６，１４２万５，２３０円を、３３９ページ、４款、支払基金交付

金は５億４，３９７万２６３円を、３４１ページ、５款、府支出金は３億１，３５５万１，

３０８円をそれぞれ収入しました。 

  ７款、繰入金は２億８，０３２万３，０５２円で一般会計から介護給付費地域支援事業の

負担分、低所得者に対する保険料軽減措置分などを繰り入れました。 

  次に、歳出です。 

  ３４９ページ下段、２款、保険給付費は、１９億８，６５１万６，８６６円で、１項、介

護サービス等諸費では、１目、居宅介護サービス給付費が前年度に比べ約６，７３０万円増

の６億２，７２６万８，１１１８円。２目、地域密着型介護サービス給付費は、前年度に比

べ約２５０万円減の２億５，３２４万８，９９６円。３目、施設介護サービス給付費は、前

年度に比べ約２，０５０万円増、８億３，０４１万５，４９４円などとなりました。 

  ３５３ページ、５項、特定入所者介護サービス等費は１億１，１０７万７，４７８円の支

出となりました。 

  ３５５ページからの３款、地域支援事業費では、高齢者ふれあい・いきいきサロンや地域

ボランティア養成の事業、また、総合事業の基準緩和型の通所型サービスであるミニデイサ

ービス事業や、従来の介護予防訪問介護や通所介護の現行相当サービスに係る委託料など、

介護予防事業に総額６，５５６万６，９９９円を支出しました。 

  ３５９ページ、４款、基金積立金では、介護保険給付費準備基金に１，８７４万５，００

０円を積み立てました。 

  以上、介護保険事業特別会計事業勘定の説明といたします。 

  次に、平成３０年度介護保険事業特別会計サービス事業勘定歳入歳出決算です。 

  ３６３ページをお願いします。 

  歳入総額７７９万３，０５９円で前年度に比べ６．１％の減。歳出総額４８４万９，２６

０円で前年度に比べ７．９％の減。歳入歳出差引額、実質収支額ともに２９４万３，７９９

円となりました。 



 

－５６－ 

  ３６８ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入です。 

  １款、サービス収入は４７５万９，８００円となりました。居宅支援サービス計画費収入

は、委託及び直営を合わせ８２４件、３６１万２，２００円。総合事業に係る委託及び直営

分を合わせサービス計画収入は２６３件、１１４万７，６００円でした。 

  ３７０ページからの歳出です。 

  ２款、事業費の主なもので介護予防サービス計画作成委託料として、町内外の事業者に２

５９万２，３００円を支出しました。 

  以上、介護保険事業特別会計サービス事業勘定の説明といたします。 

  次に、平成３０年度介護保険事業特別会計老人保健施設サービス勘定歳入歳出決算です。 

  ３７２ページをお願いします。 

  歳入総額１億４，８０６万２，７１３円で前年度に比べ３．０％の増。歳出総額１億４，

５９６万１，６２５円で前年度に比べ１．８％の増。歳入歳出差引額、実質収支額ともに２

１０万１，０８８円となりました。利用状況については、入所の利用者数が延べ３，９０７

人で前年度に比べ７３２人の減。１日当たりの介護報酬は１１万３，４９９円。前年度に比

べ１万９，９９０円の減となりました。 

  ３７７ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入です。 

  １款、サービス収入、１目、居宅介護サービス費収入は１，７５７万２，６８６円、施設

介護サービス費収入については４，１４２万７，０２８円などを合わせて７，３９０万４，

５６０円の収入を得ましたが、前年度に比べ４７４万２５２円の減となりました。 

  末尾からの３款、繰入金は、前年度に比べ９５０万円多く７，２２０万円を一般会計から

繰り入れました。 

  次に、３８１ページからの歳出です。 

  １款、総務費では、医師・看護師・介護支援専門員等の人件費及び施設運営経費として１

億２，７０１万９，８０１円を支出しました。 

  ３８３ページからの２款、介護サービス事業費では、医薬材料費、給食業務委託料、機器

物品等借上料など１，８９４万１，８２４円を支出しました。 

  以上、介護保険事業特別会計老人保健施設サービス勘定の説明といたします。 

  次に、認定第５号 平成３０年度京丹波町下水道事業特別会計歳入歳出決算です。 

  ３８７ページをお願いします。 



 

－５７－ 

  歳入総額９億１，７５１万６，３２０円で前年度に比べ１．６％の増。歳出総額９億１，

４５０万４，９１８円で前年度に比べ２．１％の増となりました。歳入歳出差引額３０１万

１，４０２円、翌年度に繰り越すべき財源２５０万１，０００円を差し引いた実質収支額は

５１万４０２円となりました。 

  京丹波町の下水道の状況は、下水道接続率９３．２％、浄化槽整備率７４．９％となって

います。 

  それでは、３９２ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入です。 

  １款、分担金及び負担金では、新規加入分担金として、農業集落排水事業６件、特定環境

保全公共下水道事業４件、合計７８８万４，０００円を収入しました。 

  ２款、使用料及び手数料、１項、使用料は、各事業合わせて２億５，６３６万５，２１０

円、前年度に比べ４５９万３，６２４円、１．８％の減となりました。なお、現年度分の徴

収率は９８．２％でした。 

  ３９６ページ、５款、繰入金では、一般会計からそれぞれの事業に総額４億９，８７９万

４，０００円を繰り入れました。 

  ３９８ページ、７款、町債は、１億４，３５０万円でした。 

  次に、４００ページからの歳出です。 

  ２款、下水道費は３億３，０９８万７，５５６円を支出。主なものとして、１項、農業集

落排水費では、２目、施設管理費、４０３ページ、委託料で施設の維持管理に係るものとし

て船井郡衛生管理組合などに合計５，５９７万７，９９４円を支出しました。 

  ２項、公共下水道費では、１目、施設整備費、４０５ページ、委託料で、事業計画変更図

書作成業務に７６０万３，２００円。工事請負費で下山地内高屋川河川改修に伴う下水道管

等移設工事に３０３万９，１２０円を支出しました。 

  ２目、施設管理費、４０７ページの委託料では、汚泥脱水業務など施設の維持管理に係る

委託料として、船井郡衛生管理組合などに合計５，９５９万９，０７６円を支出しました。 

  ３項、浄化槽市町村整備推進施設費の４０９ページ、委託料では、施設の維持管理に係る

清掃委託料と保守点検委託料などとして、船井郡衛生管理などに合計１億２１万３，１５４

円を支出しました。 

  ３款、公債費では、元金利子合わせて５億５，８４０万５，６７０円を償還しました。 

  以上、下水道事業特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第６号 平成３０年度京丹波町土地取得特別会計歳入歳出決算です。 



 

－５８－ 

  ４１２ページをお願いします。 

  歳入総額、歳出総額いずれも５万１，５２２円で歳入歳出差引額、実質収支額ともにゼロ

円となりました。 

  ４１７ページ、事項別明細書、歳入では、１款、財産収入で、土地開発基金利子５万１，

５２２円などを収入し、４２０ページ、歳出で、土地開発基金に５万１，５２２円を繰り出

しました。 

  以上、土地取得特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第７号 平成３０年度京丹波町育英資金給付事業特別会計歳入歳出決算です。 

  ４２１ページをお願いします。 

  歳入総額４３０万５，６９９円、歳出総額４３０万５，０００円で、いずれも前年度に比

べ１６．７％の増。歳入歳出差引額、実質収支額ともに６９９円となりました。 

  ４２９ページ、事項別明細書、歳入では、３款、繰入金で一般会計から２１５万４，００

０円を、育英基金から２１４万５，０００円をそれぞれ繰り入れました。 

  ４２９ページ、歳出では、２款、育英費で、高校生から大学生まで３８人に対し４２９万

円を給付しました。 

  以上、育英資金給付事業特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第８号 平成３０年度京丹波町町営バス運行事業特別会計歳入歳出決算です。 

  ４３０ページをお願いします。 

  歳入総額１億２，５７８万９，６３０円、歳出総額１億２，５３１万６，２４１円で、い

ずれも前年度と比べ１８．５％の増。歳入歳出差引額、実質収支額ともに４７万３，３８９

円となりました。 

  運行した１３路線のバス一般乗客数は延べ人数２万７，４５５人、１日当たりの乗客数は

９４人と年々減少となっています。 

  それでは、４３５ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入、１款、事業収入は２，２０８万２，２３５円で、運賃収入は８０４万２，３８５円。

小中学生のスクールバスとしての受託収入は１，４０３万９，８５０円でした。 

  ３款、繰入金では、一般会計から８，３３０万円を繰り入れました。 

  次に、４３９ページからの歳出です。 

  １款、事業費では、バス運転手等の人件費、バスの燃料費や車検等の修繕料など運行経費

並びにバス購入２台更新し、全体経費として１億１，８６４万８，９４５円を支出しました。 

  ２款、公債費では、元金利子合わせて６６６万７，２９６円を償還しました。 



 

－５９－ 

  以上、町営バス運行事業特別会計の説明といたします。 

  続きまして、財産に関する調書について主なものを説明いたします。 

  まず、４４５ページからの公有財産です。 

  行政財産の（１）土地及び建物の土地ですが、本庁舎の３万１，５８９平方メートルの増

加は、新庁舎建設用地買収等によるものです。公共用財産の公営住宅の７９８平方メートル

の減少は、町営住宅篠原団地の用途廃止によるもの。公園の２万４，８４６平方メートルの

減少は、新庁舎建設に伴うふれあい広場の用途変更により減少によるものです。その他の施

設の３，２３０平方メートルの減少は、京丹波町病院の医師住宅建設に伴う病院事業への移

管や京丹波味夢の里に隣接したホテル建設用地貸付に伴う普通財産への異動によるものです。 

  次に、建物です。公共用財産の公営住宅の４１６平方メートルの減少は、町営住宅篠原団

地の用途廃止によるもの。公園、木造で２０３平方メートルの減少は、新庁舎建設に伴うデ

ンマークハウスの除却によるものです。 

  次に、４４７ページ、普通財産の（１）土地及び建物です。 

  公共用財産、その他の施設の１，４１７平方メートルの増加は、本庄地内の宅地分譲地２

区画の売却や三ノ宮地内では社会福祉法人山彦会への売却による減少。行政財産からの異動

により京丹波味夢の里に隣接したホテル建設用地貸付や町営住宅篠原団地の用途変更により

増加したものです。 

  建物の木造７６平方メートルの増加は、町営住宅小畑団地の除却と篠原団地の用途廃止に

よるもの。非木造の９２２平方メートルの減少は、ふれあい広場にありましたビジョンダン

マーク建物の解体撤去によるものです。 

  次に、（２）山林のうち立木の推定蓄積高は、所有で３，１９５立方メートルの減少です

が、これは主に安栖里鐘打山と町有林の主伐及び間伐によるものです。 

  次に、４４９ページ、（７）出資による権利です。 

  合併により一般財団法人京丹波農業公社を設立した関係から、新たに出資金３００万円が

増加したものです。 

  ４５０ページ、物品です。 

  増減の大きなもの、車両・船舶類の２台の増加ですが、町営バスや消防車両、公用車の更

新やリース終了により取得したもの。事務用機械器具類の２台の増加は、選挙用計数機の新

たな購入。機械・器具類、電気・通信器具類の各１台の増加は、新たに保育所が給食業務用

器具の購入を、また、教育委員会がプロジェクターを購入したことが主な増加したものです。 

  ４５１ページ、基金です。 



 

－６０－ 

  一般会計の基金は、財政調整基金に３，２０３万８，０００円を積み立てましたが、５億

７，０００万円と大きく取り崩した結果、３０年度末現在高は、前年度末から５億３，７９

６万２，０００円減少し、１４億７，８７７万９，５８２円となりました。振興基金は、７，

６００万円を取り崩しました。ふるさと応援寄附金基金は、１，８０１万３，０００円を取

り崩して、寄附いただいた方の意向に沿った事業に充当し、また、平成３０年度に寄附をい

ただいた分に利子分を合わせて１，３３２万６，０００円を積み立てました。 

  一般会計全体で６億１，７７４万８，０００円の減少。特別会計では、全体で１億３０４

万６，５２２円の増加。全ての会計を合わせて平成３０年度末現在高は４５億６，４３６万

８，４０８円となりました。 

  以上、財産に関する調書の説明といたします。 

  続いて、６つの財産区特別会計の説明に移ります。 

  なお、各財産区の財産に関する調書は説明を省略させていただきますので、ご了承くださ

い。 

  まず、認定第９号 平成３０年度京丹波町須知財産区特別会計歳入歳出決算です。 

  ４５３ページをお願いします。 

  歳入総額１１０万８，７５１円、歳出総額１００万２，２５７円、歳入歳出差引額、実質

収支額ともに１０万６，４９４円となりました。 

  ４５８ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入、１款、財産収入の主なものは、１項、財産運用収入では、須知地区の駐車場貸付料

１３万円、携帯電話通信施設敷地料２６万４，０００円。 

  ２款、寄附金では、須知地区で区域内の各区から管理運営寄附金３８万１，０００円を受

け、３款、繰入金では、竹野地区で基金から５万４，０００円を繰り入れました。 

  ４６２ページ、歳出です。 

  須知地区では、１款、総務費、１目、一般管理費で財産区管理会委員報酬８万７，０００

円のほか、敬老会祝賀式などへの補助金、合わせて３０万円。財政管理調整基金積立金３５

万３，０００円。竹野地区では、１目、一般管理費で財産区管理会委員報酬３万７，５００

円などを支出しました。 

  以上、須知財産区特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第１０号 平成３０年度京丹波町高原財産区特別会計歳入歳出決算です。 

  ４６８ページをお願いします。 

  歳入総額２４万１，３６１円、歳出総額１７万９，９３３円、歳入歳出差引額、実質収支



 

－６１－ 

額ともに６万１，４２８円となりました。 

  ４７３ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入では、２款、寄附金が主で２１万９，３００円。財産区域内の各区から寄附を受けた

ものです。 

  ４７５ページ、歳出です。 

  １款、総務費、１目、一般管理費では、財産区管理会委員報酬５万４，０００円、財政管

理調整基金積立金７万２，０００円などを支出しました。 

  ２目、財産管理費では、木ノ谷林道管理委託料４万円を支出しました。 

  以上、高原財産区特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第１１号 平成３０年度京丹波町桧山財産区特別会計歳入歳出決算です。 

  ４７９ページをお願いします。 

  歳入総額１，７２４万４，３３２円、歳出総額１，５６９万７，９０２円、歳入歳出差引

額、実質収支額ともに１５４万６，４３０円となりました。 

  ４８４ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入では、１款、財産収入が主で、ゴルフ場用地をはじめとする土地貸付料や府道拡幅工

事による土地売払収入など、財産収入は１，４１２万９，０９８円でした。 

  ４款、諸収入の雑収入では、関西電力から高圧鉄塔線下支障木伐採補償など２１７万７，

７０７円の収入がありました。 

  ４８８ページ、歳出です。 

  １款、総務費、１目、一般管理費では、財産管理会委員報酬７９万３，５００円をはじめ、

財産区運営の一部経費を支出しました。 

  ２目、財産管理費では、直営林保育作業委託料２９９万９，１６０円を支出。３目、諸費

では、山林高度利用補助金など財産区住民関係団体等への補助金、合わせて７５０万７，０

００円。公民館事業への繰出金７０万円を支出しました。 

  以上、桧山財産区特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第１２号 平成３０年度京丹波町梅田財産区特別会計歳入歳出決算です。 

  ４９５ページをお願いします。 

  歳入総額７１０万８，７７８円、歳出総額６０４万７，２６４円、歳入歳出差引額、実質

収支額ともに１０６万１，５１４円となりました。 

  ５００ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入です。 
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  １款、財産収入が主で、携帯電話通信施設や区への土地貸付収入、また、府道拡幅工事に

よる土地売払収入など財産収入は５７９万４，３５５円でした。 

  ５０４ページ、歳出です。 

  １款、総務費、１目、一般管理費では、財産区管理会委員報酬２８万５，０００円をはじ

め、財産区運営のための一般経費を支出しました。 

  ２目、財産管理費では、区への土地貸付補償費３３５万１，４８９円などを支出。 

  ３目、諸費では、梅田地域振興会などへ補助金、合わせて１３３万３，０００円。公民館

事業への繰出金３０万円を支出しました。 

  以上、梅田財産区特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第１３号 平成３０年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計歳入歳出決算です。 

  ５１０ページをお願いします。 

  歳入総額２９９万６，３１８円、歳出総額２２８万４１円、歳入歳出差引額、実質収支額

ともに７１万６，２７７円となりました。 

  ５１５ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入、１款、財産収入では、集落への土地貸付収入とマツタケ等採取権収入が主な収入で

７７万８，７７６円でした。 

  ２款、繰入金では、財政調整基金から８０万円を繰り入れました。 

  ５１９ページ、歳出です。 

  １款、総務費、１目、一般管理費では、財産区管理会委員報酬５５万６，５００円をはじ

め財産区運営のための一般経費の支出。 

  ３目、諸費では、財産区住民関係団体への補助金、合わせて９４万５，０００円と公民館

事業への繰出金３０万円を支出しました。 

  以上、三ノ宮財産区特別会計の説明といたします。 

  次に、認定第１４号 平成３０年度京丹波町質美財産区特別会計歳入歳出決算です。 

  ５２５ページをお願いします。 

  歳入総額３９９万４，１９５円、歳出総額２９６万２，６１２円、歳入歳出差引額、実質

収支額ともに１０３万１，５８３円となりました。 

  ５３０ページ、事項別明細書をお願いします。 

  歳入です。 

  １款、財産収入が主で、区及び法人への土地貸付料のほか、マツタケ等採取権収入など財

産収入は２５９万２１７円でした。 
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  次に、５３４ページ、歳出です。 

  １款、総務費、１目、一般管理費では、財産区管理会委員報酬６０万４，５００円をはじ

め財産区運営のための一般経費を支出しました。 

  ２目、財産管理費では、直営林保育作業委託料として３２万６，０００円などを支出。 

  ３目、諸費では、貸付林等高度利用補助金などを合わせて３０万８，０００円の補助金を、

公民館事業への繰出金は３０万円などを支出しました。 

  以上、質美財産区特別会計の説明とさせていただきます。 

  最後に、認定第１５号 平成３０年度国保京丹波町病院事業決算について説明いたします。 

  病院事業会計につきましては、別冊子の病院事業決算書で説明いたします。 

  ９ページの損益計算書をご覧ください。 

  １の医業収益では、入院収益は、１億８，８１４万４，８１５円。外来収益は、２億８，

８８０万６，０４１円。その他医業収益は、室料差額、公衆衛生活動収益、一般会計負担金

など、合わせて８，８９２万８，０６５円で、合計５億６，５８７万８，９２１円となりま

した。 

  ３の医療外収益では、主なものは補助金１，５３３万６，０００円。内訳は、在宅療養あ

んしん病院補助金１３万４，０００円。国保特別調整交付金、へき地直営診療所運営費とし

て、和知診療所に８８０万５，０００円と和知歯科診療所に６３１万６，０００円などです。

負担金及び交付金では、２億４，７８１万８４１円で、主な内訳は、施設の企業債償還利子

分と、３施設の運営補助金分の一般会計負担金２億３，６１０万７，８４１円。長寿社会づ

くりソフト事業費交付金８３万４，０００円です。長期前受金戻入は、過去からの固定資産

の取得時の交付を受けた補助金や受贈財産等を減価償却の財源として単年度見合い分２，０

５１万２，０１９円を収益化しました。これらの主なものとして、医業外収益合計は２億８，

８２４万６，８６７円となり、合わせて病院事業収益は８億５，４１２万５，７８８円とな

りました。 

  次に、２の医業費用では、主なものは、給与費６億４，７５６万６，１３９円。材料費は、

薬品、診療材料など５，２１２万７，６７３円。経費は、光熱水費、各種業務委託料など１

億５，２０８万９，３４７円。減価償却費は、８，５９１万４，７３２円で、合計９億３，

９２３万２，８３９円となりました。 

  ４の医業外費用では、企業債支払利息８００万７，８４１円。繰延勘定償却２，２３７万

１，１１１円を主なものとして、３，２０１万４，７００円を支出し、病院事業費用は９億

７，１２４万７，５３９円となりました。よって、平成３０年度は、１億１，７１２万１，
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７５１円の当年度純損失となり、平成３０年度末の当年度未処理欠損金は２億９，４８６万

５，７２７円となりました。 

  ５ページに戻っていただきまして、資本的収入及び支出についてです。 

  収入の企業債として、京丹波町病院に７，２００万円。他会計出資金は、企業債の元金償

還に係るものとして一般会計繰入金では、基準内繰入金のみで京丹波町病院に２，９３１万

３，４８１円。和知診療所に１２８万６，８５５円、合計３，０６０万３３６円を繰り入れ

ました。その他の補助金として、京丹波町病院で京都府地域医療介護総合確保事業費補助金

２１０万６，０００円を受け入れ、また、和知歯科診療所については、国保特別調整交付金

として３８３万４，０００円を受け入れて、資本的収入総額は１億８５４万３３６円となり

ました。 

  ７ページの支出では、企業債償還金として、京丹波町病院は５，０８２万７，０９６円。

和知診療所は２５７万３，７１１円、合計５，３４０万８０７円。 

  建設改良費では、京丹波町病院で医師住宅建設に７，７６２万５，０００円のほか、機械

備品購入を、和知診療所では訪問医療軽乗用車の更新などに、また、和知歯科診療所におい

ても電子カルテシステムの購入などに合わせて９，６１０万２，３９６円を支出しました。 

  資本的支出の総額は１億４，９５０万３，２０３円となり、収支の不足分４，０９６万２，

８６７円は過年度分損益勘定留保資金で補塡いたします。  

  以上、国保京丹波町病院事業会計の説明といたします。  

  これをもちまして、認定第１号から認定第１５号までの説明を終わらせていただきます。

ご審議の上、認定いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

○議長（篠塚信太郎君） 十倉上下水道課長。 

○上下水道課長（十倉隆英君） それでは、失礼します。 

  認定第１６号 平成３０年度京丹波町水道事業会計決算の認定につきまして、別冊子の水

道事業会計決算書により説明のほうをさせていただきます。 

  なお、午前中の町長の説明と重なる部分もございますが、お許しいただきたいと思います。 

  最初に、１２ページをお願いいたします。 

  事業報告書の概況からです。 

  本町の水道事業は、人口減少による給水収益の減収や施設の経年化により、高まる更新需

要に対応していくため、事業の効率化を目的に平成２９年度からは全町１水道事業として統

合し、地方公営企業法の全部適用事業として移行をしております。 

  本年度の収益的事業では、支出において、昨年同様に減価償却費が８億６１０万３，４３
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７円と巨額でしたが、特別損失の計上がなく、収支は黒字となったところです。 

  また、資本的事業では、建設改良費や５億円規模で推移する企業債元金償還金に対し、企

業債や分担金、府補助金及び出資金による収入しか直接に対応する財源がないため、支出が

収入を大きく上回る赤字決算となっております。 

  業務の状況につきましては、給水人口は１万４，０８９人で、給水件数は６，８００件と

なり、当初予定と比較いたしまして６９件の減少となりました。年間配水量は２６７万８，

００５立方メートルで、当初予定と比較しまして１２万５，１９５立方メートルの減少。年

間有収水量は、１９９万２，５４３立方メートルとなり、今期の有収率につきましては７４．

４％で、対前年比２．５１ポイントの改善となりました。今後も有収率の向上による安定し

た給水を実現するための計画的な排水設備の更新や修繕管理に努めてまいります。 

  次に、５ページの戻っていただきまして、損益計算書をお願いいたします。 

  １の営業収益では、給水収益は４億８，４８３万７，９１６円。受託工事収益は１０件の

移設工事に対する公共補償として２，９０７万６，４８２円。その他営業収益は、閉開栓の

手数料及び指定工事業者の申請手数料で６９万８，４００円。合計で５億１，４６１万２，

７９８円となりました。 

  ２の営業費用では、原水及び浄水費は、施設の維持管理委託料８，４４７万８，２８５円

や維持補修工事費５，６２２万１，０００円を主なものとして１億５，１１７万４，６４１

円。配水及び給水費は、漏水調査委託料及び検針業務委託料９７５万６，７５３円や漏水修

繕工事費など４，７６４万９，４４１円を主なものとしまして６，７４６万５，９７４円。

受託工事費は１０件の移設工事を実施し３，１２１万円。総係費は、職員給料３，４００万

７３６円や施設の光熱水費６，３７９万７６円を主なものとして、１億９，５４６万４，７

５３円。減価償却費８億６１０万３，４３７円。合計で１２億５，１４１万８，８０５円と

なりました。営業収支差し引きでは、７億３，６８０万６，００７円の営業損失となりまし

た。 

  ３の営業外収益では、受取利息として１４万１，４９８円。他会計補助金として、一般会

計より繰出基準に基づく基準内の繰入金６億２，８６８万円。長期前受金戻入では、固定資

産取得時に交付を受けた補助金や分担金について、資産の耐用年数にあわせて分割し収益化

した今年度収益分は３億１，７７０万６，４７４円。雑収益として臨時給水料金など８万９，

４６３円。合計で９億４，６６１万７，４４５円となりました。 

  ４の営業外費用としては、支払利息及び企業債取扱諸費として、企業債利息１億３，５８

８万５，６６４円と電話賃借料支払利息３万７，４６１円を合わせて１億３，５９２万３，
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１２５円。雑支出として、漏水等による減額還付金など２２６万８９９円。合計で１億３，

８１８万４，０２４円となりました。営業外収支差し引きでは、８億８４３万３，４２１円

の黒字となりましたので、営業損失にこれを加算し、７，１６２万７，４１４円の経常利益

となりました。 

  ５の特別損失はございませんので、当年度純利益が７，１６２万７，４１４円となり、前

年度繰越欠損金２，９８２万２，８７０円を引いた額４，１８０万４，５４４円を当年度未

処分利益剰余金として計上いたしました。 

  次に、資本的収入及び支出について説明させていただきます。 

  ２８ページをお願いいたします。 

  資本的収入の１項、企業債につきましては、建設改良費の財源として補助金を除いた額の

４分の３相当額７，２９０万円の借り入れを行いました。 

  ２項、分担金は、１５件の新規加入と１件の増径があり２６６万７，６００円となりまし

た。 

  ３項、補助金につきましては、京都府から平成２９年度までの統合簡易水道事業に係るふ

るさとの水確保対策事業費補助金として１，４８５万１，８００円。生活基盤施設耐震化補

助金として１，４２４万５，０００円と合わせて２，９０９万６，８００円を補助金として

受けております。 

  ４項、基金取崩収入では、水道事業基金のうち、地方債元金償還金としての使途が特定さ

れている１，２４４万４，９３８円を取り崩しております。 

  ５項、出資金につきましては、建設改良費の財源として、補助金を除いた額の４分の１相

当額２，２２０万円を受けております。 

  資本的収入の総額は、１億３，９３０万９，３３８円となりました。 

  次のページの資本的支出では、１項、建設改良費、１目、施設整備費として、高岡口八田

地区や安栖里地区ほかの管路測量設計などに委託料２，８４３万５，３２０円。高岡口八

田・安栖里地区や下山地区などの配水管布設工事請負費８，４８６万８，９６０円。 

  ２目、リース債務支払額は、電話機賃借料として６万１，０２１円。 

  ３目、固定資産取得費においては、水道メーター検針機具購入費６２４万２，４００円で、

建設改良費として１億１，９６０万７，７０１円を支出しております。 

  ２項、企業債償還金としては、５億５，１９６万８，３２２円の元金償還を行っており、

未償還残高は、８１億３，４５６万７，５２１円となります。 

  ３項、基金繰入支出としては、京都府からのふるさとの水確保対策事業費補助金相当額１，
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４９９万１，０００円を後年度の企業債償還に充当するため、指導事業基金に積み立てるも

のです。 

  資本的支出の総額が、６億８，６５６万７，０２３円となり、資本的収支の不足分５億４，

７２５万７，６８５円は、消費税資本的収支調整額５５８万５４３円、過年度分損益勘定留

保資金１億２，９３４万９，５４０円及び当年度分損益勘定留保資金４億１，２３２万７，

６０２円をもって補塡いたしました。 

  次に、８ページ、９ページの貸借対照表をお願いいたします。 

  左側の平成３０年度末における保有資産状況からです。 

  固定資産の内訳は、有形固定資産として、土地、建物、構築物、機械及び装置、車両運搬

具、工具、器具及び備品で１２１億２，８１４万１，３４４円。無形固定資産として、畑川

ダム建設負担金による施設利用権１０億３，２８６万７，６２４円。投資その他の資産とし

て、水道事業基金３億９，９７８万４，１９８円で、固定資産合計は、１３５億６，０７９

万３，１６６円です。流動資産としては、現預金期末残高１億６，９５３万３，０５７円。

未収金１億７，３３６万２，６３７円に対し、貸倒引当金９，３１６万７，０００円を引き

当てましたので、流動資産合計は２億４，９７２万８，６９４円となりました。これと固定

資産を合わせた資産合計は、１３８億１，８６０円となりました。 

  次に、右側の平成３０年度の債務及び資本の状況につきましては、固定債は企業債残高７

５億８，２２５万６，９５２円です。流動負債は、企業債５億５，２３１万５６９円。未払

金７，０６８万４２９円。賞与等引当金５４２万３，０００円。その他流動負債として、京

都銀行からの公金取り扱いに関する差入担保金１０万円。合わせまして７億２，８５１万３，

９９８円です。繰延収益は、建設事業による国・府補助金及び分担金等の長期前受金５５億

９，１４０万１，１４９円。そのうち累計で６億３，５４１万２，９６８円を収益化しまし

たので、繰延収益合計は４９億５，５９８万８，１８１円となり、負債合計は１３１億６，

６７５万９，１３１円となりました。 

  資本金は、自己資本金５億６，０４５万８，１８５円と町出資金４，１５０万円を合わせ

まして６億１９５万８，１８５円。剰余金としましては、未処分利益剰余金が４，１８０万

４，５４４円ですので、資本合計は６億４，３７６万２，７２９円となり、負債資本合計１

３８億１，０５２万１，８６０円となったところでございます。 

  以上、認定第１６号の説明とさせていただきます。ご審議いただきますよう、よろしくお

願いいたします。 

○議長（篠塚信太郎君） ここで、暫時休憩します。 
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休憩 午後 ２時４７分 

再開 午後 ２時４８分 

○議長（篠塚信太郎君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  お諮りします。 

  認定第１号 平成３０年度京丹波町一般会計歳入歳出決算の認定についてから認定第１６

号 平成３０年度京丹波町水道事業会計決算の認定についてまでの審査については、１４人

の委員で構成する決算特別委員会を設置し、これに付託して審査することにしたいと思いま

す。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（篠塚信太郎君） 異議なしと認めます。 

  よって、認定第１号から認定第１６号は、１４人の委員で構成する決算特別委員会を設置

し、これに付託して審査することに決定しました。 

  暫時休憩します。 

休憩 午後 ２時４９分 

再開 午後 ２時５０分 

○議長（篠塚信太郎君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  お諮りします。 

  ただいま設置されました決算特別委員会の委員の選任については、委員会条例第８条第３

項の規定により、お手元に配付の決算特別委員会委員選任名簿のとおり指名したいと思いま

す。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（篠塚信太郎君） 異議なしと認めます。 

  よって、決算特別委員会の委員は、お手元に配付の決算特別委員会委員選任名簿のとおり

選任することに決しました。 

  決算特別委員会をこの場において開催し、正副委員長の選任をお願いします。 

  暫時休憩します。 

休憩 午後 ２時５１分 

再開 午後 ２時５２分 

○議長（篠塚信太郎君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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  決算特別委員会において、正副委員長決定したので、報告いたします。 

  委員長に梅原好範君、副委員長に西山芳明君。 

  以上のとおりであります。よろしくお願いします。 

 

《日程第４１、報告第３号 健全化判断比率について～日程第４９、報告第１１号 グリーン

ランドみずほ株式会社に関する経営状況について》 

○議長（篠塚信太郎君） 日程第４１、報告第３号 健全化判断比率についてから日程第４９、

報告第１１号 グリーンランドみずほ株式会社に関する経営状況についてまでを一括議題と

します。 

  町長の説明を求めます。 

  太田町長。 

○町長（太田 昇君） それでは、報告３号から順次説明いたします。 

  報告第３号は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により健全

化判断比率として次の４指標について報告するものであります。 

  まず、一般会計等を対象とし、赤字の程度を指標化した「実質赤字比率」は、収支赤字は

ないため該当せず、また、財産区を除く全ての会計を対象とし、全体としての赤字の程度を

指標化する「連結実施赤字比率」につきましても、収支赤字がなく該当はありません。次の、

借入金の返済額等を指標化して資金繰りの危険度を示す「実質公債費比率」につきましては、

前年度から１．８ポイント増加し１６．８％となっております。なお、同比率に係る早期健

全化基準は２５％であります。 

  また、借入金や将来にわたる負担の現時点での残高を指標化し、将来の財政負担の圧迫度

を示す「将来負担比率」につきましては、１４１．４％でありました。これは平成２９年度

決算の１２８．７％に比べ１２．７ポイント増加しております。なお、同比率に係る早期健

全化基準は３５０％となっております。 

  以上、監査委員の意見書を添えて報告いたします。 

  次に、報告第４号は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に

より公営企業の資金不足比率を報告するものであります。本町では、国保京丹波町病院事業

会計、水道事業会計及び下水道事業特別会計が対象となりますが、いずれも該当しませんで

した。なお、同比率の経営健全化基準は２０％となっております。 

  以上、監査委員の意見書を添えて報告いたします。 

  次に、報告第５号 株式会社丹波情報センターの経営状況につきましては、総収益は３，
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４３９万４，１９２円、運営管理に要する諸費用の合計は３，３６１万５，３５０円で、収

支差額は、７７万８，８４２円の黒字決算となっております。 

  主な事業としましては、京丹波町ケーブルテレビの施設管理業務を受託し、新規引込工事

や移設工事の工事業務のほか、故障対応業務、幹線・支線及び引込線などの点検業務、定時

告知放送及びお悔やみ放送業務、サブセンター機器の管理、自主放送番組の制作補助、伝送

路関係の申請手続きの補助などの業務を行っております。 

  収入の主なものは、町からのケーブルテレビ施設管理委託料の３，３２４万円で、ケーブ

ルテレビ施設の管理において重要な役割を担っております。 

  次に、報告第６号 公益財団法人京都府立丹波自然運動公園協力会の経営状況につきまし

て、売上総収益が４億７，３５０万８５３円、運営管理に要する諸費用の合計は、４億６，

２７０万６，４５３円で、収支差額は１，０７９万４，４００円の黒字決算となっておりま

す。同協力会は京都府の指定管理を受け、丹波自然運動公園施設の管理運営全般を行ってお

ります。平成３０年度は、クロスカントリーコースの整備など施設環境の充実に取り組みま

した。 

  公園の総入園者数につきましては、天候にも恵まれ、「京丹波・食の祭典」をはじめとす

る各種イベントの開催や夏のプール開園など、総体的に円滑な運営が図られたこと、また、

トレーニングセンターの利用者も増加したことなどにより、本年度も「年間６０万人」を超

える多くの皆さんに利用をいただいたところであります。 

  安心・安全な施設管理のほか毎年多彩なイベントを開催するなど、利用者のニーズを的確

につかみ集客を図るとともに、「京丹波・食の祭典」や「京都丹波ロードレース」の主催団

体の一員として会場提供のほか運営に携わるなど、町の活性化の一翼を担っているところで

あります。 

  次に、報告第７号 公益財団法人丹波ふるさと振興公社の経営状況につきましては、経常

収益は、３，３０６万１，７５４円、経常費用は、３，２７９万５，２３４円、経常外費用

は９，２８３円で、収支差額は、２５万７，２３７円の黒字決算となっております。 

  収入の主なものは、黒大豆、水稲、飼料用稲、堆肥散布などに係る作業等の受託収入で１，

８４３万９，７２８円、水田活用直接支払交付金など３１０万６，６２０円、町からの運営

補助金８８１万円と、堆肥による土づくり補助金等の２６６万５，４４０円となっています。 

  同公社は、優良農地の保全や高齢化等に対応した農作業の受託事業、特産丹波黒大豆の生

産量の維持拡大、さらには、飼料用稲栽培の受託事業や直営栽培などにより地域農業の振興

を図ってきたところでありますが、平成３１年４月１日付けで、新設された一般財団法人京



 

－７１－ 

丹波農業公社へ全事業を移譲し、その経営の効率化と農地農業振興のさらなる強化を図って

まいりたいと考えます。 

  次に、報告第８号 公益財団法人瑞穂農業公社の経営状況につきましては、経常収益は、

４,８７６万２，４２１円、経常費用は、４，８１０万６，４２０円で、収支差額は、６５

万６，００１円の黒字決算となっております。 

  収入の主なものは、受託事業収入１，１６０万９，６３３円、加工品販売収入３８２万２

７０円、水田活用直接支払交付金ほか転作補助金等５８２万３，９７８円、町からの運営補

助金２，０００万円であります。 

  同公社は、担い手の確保、育成を図り、効率的かつ安定的な農業経営に向けた農地の利用

集積及び流動化の促進、農地管理や農作業の受委託などを推進するとともに、ソバや飼料用

米の栽培を行うなど、地域の農地保全や特性を生かした農産物の育成、加工、販売等を行っ

てまいりました。 

  今後は、公益財団法人丹波ふるさと振興公社との合併により新設された一般財団法人京丹

波農業公社として、一層の充実と経営の健全化に期待するものであります。 

  次に、報告第９号 一般財団法人和知ふるさと振興センター全体の経営状況につきまして

は、経常収益は、３億６，４３７５万２，３２８円、経常経費は、３億７，０８６万９，８

４９円で、収支差額は、６４９万７，５２１円のマイナスとなり、税引後の収支差額は、６

５６万７，５２３円の赤字決算となっております。 

  収入の主なものは、営業収入２億７，２５８万３，７５６円、農作業受託収入５，１５３

万６，１５４円、農作業受託分運営補助金など４９６万２，５４２円、わち山野草の森をは

じめ町施設の管理委託料３，４２２万７７０円であります。 

  なお、農作業受託部の単独決算につきましては、経常収益として５，５２０万２，９２２

円を計上しており、経常経費は５，３４６万８，２６４円であり、税引き後収支差額は、２

０３万４，６５６円の黒字決算となっています。 

  同センターは、特産品等の販売、都市住民との交流、観光レクリエーションを通じた農林

水産業の振興など幅広い活動を目的に、道の駅「和」、わち山野草の森等の運営管理、農作

業受託事業等を行っております。 

  また、高齢者買物支援事業や同級会等「案内代行サービス」なども行い、町内利用者の拡

充を図っております。 

  本年６月の理事会・評議委員会において、理事長をはじめとする役員の改選が行われ、新

たな体制のもと経営改革にも取り組まれ、今後とも更なる経営の健全化に努め、地域産業の
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活性化が促進されることを期待するものであります。 

  次に、報告第１０号 一般財団法人京丹波農業公社につきまして、同公社は、予てから町

内の統一化された地域農業の振興と経営の強化と効果効率化を主眼として取り組まれた、丹

波ふるさと振興公社と瑞穂農業公社の合併により設立された農業公社であります。 

  平成３０年１１月１日に設立登記され、同１２月２５日に丹波・瑞穂の両公社が対等に合

併契約を締結し、本年４月１日から統一された経営が開始されたところであります。 

  平成３０年度の決算といたしましては、事業の実施はありませんので経常収益はゼロ円、

合併に伴う会議費や諸手続に係る経常費用は、４万４，５２９円ですが、「一般財団法人に

関する法律」に基づく京丹波町からの設立出資金として３００万円を計上しております。収

支差額は、２９５万５，４７１円の黒字決算となっております。 

  なお、今後は、丹波・瑞穂両公社の事業目的を継承し、さらに、経営強化に向けた取り組

みを期待するものであります。 

  次に、報告第１１号 グリーンランドみずほ株式会社の経営状況につきましては、営業外

収益等を含む総収益は、１億７，３０９万１，２８７円、法人税を含む運営管理に要する諸

費用の合計は、１億９，１７４万５，９０７円で、収支差額は、１，８６５万４，６２０円

の赤字決算となっております。 

  事業内容でありますが、施設全体の利用者は、２０万７，３３４人で、前年度比１０．

２％減、営業収入では、１億７，２４６万７，０６３円で前年度比７％の減収となっており

ます。 

  主な要因としましては、７月の西日本豪雨や相次ぐ台風の襲来、夏場の酷暑に加え、国道

１７３号線の通行止めなど、利用者数・売上ともに影響を受けました。 

  国道１７３号線の通行止め解除以降、利用者数昨年を上回ったものの、営業収益も昨年度

を下回る結果となっております。 

  こうした状況の下、社員一丸となり経営改善に努められており、安心・安全なサービスの

提供や地元食材を生かした取り組みにさらに頑張っていただけるものと期待をしております。 

  以上、報告とさせていただきます。 

○議長（篠塚信太郎君） 以上で報告を終わります。 

  本報告については、明日９月３日、午前９時から開会の全員協議会において、質疑等の機

会を設けますので、ご了承ください。 

  以上で、本日の議事日程は全て終了いたしました。 

  よって、本日はこれをもって散会します。 



 

－７３－ 

  次の本会議は５日に再開しますので、定刻までにご参集ください。 

  また、１１日からは決算特別委員会が開催されます。ご苦労さまですが、よろしくお願い

をいたします。 

  この後、議会広報常任委員会が開催されますので、委員の皆さんはお疲れのところ大変ご

苦労さまですが、よろしくお願いをいたします。 

  ご苦労さまでした。 

散会 午後 ３時５分 



 

－７４－ 

地方自治法第１２３条第２項の規定により、署名する。 

 

  京丹波町議会 議  長  篠 塚 信太郎 

 

     〃   署名議員  谷 口 勝 已 

 

     〃   署名議員  北 尾   潤 

 

 

 

 


